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 （ 午前９時００分 開会 ） 

○坂口議長 おはようございます。 

本日、決算審査特別委員会を開催いたしましたところ、委員の皆さまには早朝からご

出席いただき、ありがとうございます。 

ただいまから、本会議から付託を受けました議案第５７号 平成３０年度斑鳩町水道

事業会計未処分利益剰余金の処分について、ほか６件の決算審査を行っていただきます

が、会議に先立ちまして、本委員会の正副委員長を互選いただきますため、暫時休憩い

たします。 

   （ 午前９時００分 休憩 ） 

   （ 午前９時００分 再開 ） 

○坂口議長 再開いたします。 

休憩中に互選いただきました結果、委員長に伴委員、副委員長に奥村委員が互選され

ました。お二人にはよろしくお願いいたします。 

それでは、伴委員長に委員長席にお着きいただきますため、暫時休憩いたします。 

   （ 午前９時０１分 休憩 ） 

   （ 午前９時０２分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

皆さんのご推挙によりまして、決算審査特別委員会委員長を務めさせていただきます。

副委員長とともに委員会運営にあたらせていただきますので、委員の皆さまのご協力を

よろしくお願いいたします。 

初めての委員の方もおられます。私の方から一言申しあげさせていただきます。 

委員の皆さまは、議員必携をお持ちと思いますが、これの２６７ページですねけど、

決算の認定について、との解説がされております。その中で「決算の意義と考え方」と

して、「決算審査は、ややもすれば執行済みのものとして軽んじられる傾向にあるが、

議会が決定した予算が適正に執行されたかどうかを審査するとともに、各種資料に基づ

いてその行政効果や経済効果を測定し、住民に代わって行政効果を評価する、きわめて

重要な意味があることを再認識すべきである。また、審査の結果は後年度の予算編成や

行政執行に生かされるよう努力すべきである」と記載されております。これらのことを

委員皆さま方と今一度確認し、委員会を進めてまいりたいと考えておりますので、スム

ーズな運営にご協力いただくよう、よろしくお願いいたします。 

それでは、全委員出席されておりますので、本日の会議を開きます。   
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はじめに、町長のあいさつをお受けします。 

中西町長。 

○中西町長 おはようございます。決算審査特別委員会の皆様にはお忙しい中ご出席をい

いただきまして本当にありがとうございます。また、佐伯、中川両監査委員におかれま

しては、先日の６月２４日には平成３０年度の斑鳩町水道事業及び下水道事業会計の決

算会計、また７月２５日から３１日までは一般会計の特別会計の決算について克明にご

審議をいただきまして本当にありがとうございます。また、お忙しい中ご出席いただき

ましたこと、あわせてお礼を申しあげます。 

本特別委員会に付託しております議案でございます。議案第５７号 平成３０年度斑

鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について、他６件をあげさせていただいてお

ります。いずれの議案につきましても皆様方の温かいご審議をいただきましてご承認賜

りますよう、よろしくお願いいたしましてごあいさつとさせていただきます。 

○伴委員長 最初に、本委員会の会議録署名委員を私から指名いたします。 

署名委員に、溝部委員、齋藤委員のお二人を指名いたします。お二人には、よろしく

お願いいたします。 

それでは、本会議から付託を受けました、議案第５７号 平成３０年度斑鳩町水道事

業会計未処分利益剰余金の処分について、認定第２号 平成３０年度斑鳩町一般会計歳

入歳出決算の認定について、認定第３号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会

計歳入歳出決算の認定について、認定第４号 平成３０年度斑鳩町介護保険事業特別会

計歳入歳出決算の認定について、認定第５号 平成３０年度斑鳩町後期高齢者医療特別

会計歳入歳出決算の認定について、認定第６号 平成３０年度斑鳩町水道事業会計決算

の認定について、認定第７号 平成３０年度斑鳩町下水道事業会計決算の認定について、

以上７議案を一括議題といたします。 

初めに、審査の方法についてお諮りいたします。令和元年９月定例会決算審査特別委

員会進行予定表をごらんいただきたいと思います。 

最初に、代表監査委員から決算審査意見書に基づく報告を受けた後、質疑を行い、次

に、一般会計及び各特別会計の決算概要について質疑を行い、次に、健全化判断比率報

告について総務部長から説明を受け、質疑を行うことといたします。次に、一般会計歳

入全般について、総務部長から説明を受け質疑を行うことといたします。次に、一般会

計歳出、各特別会計、企業会計について、各部ごとに審査を行うこととし、一般会計の

各款ごと、また、特別会計等は会計ごとにそれぞれ所管部長から説明を受けたのち、そ
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れぞれ質疑を行い、すべての質疑の終了後、表決を行いたいと思います。 

以上、申しあげましたとおり審査を進めてまいりたいと思いますが、これにご異議ご

ざいませんでしょうか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 異議なしと認めます。 

それでは、そのように進めてまいりますので、委員並びに理事者の皆さまには、議事

進行につきましてご協力くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

なお、理事者の皆さんのご説明につきましては、大変長時間にわたるものもございま

すので、説明は着席のまましていただいて結構です。 

それでは最初に、佐伯代表監査委員から、決算審査意見書に基づいて、ご報告をお願

いいたします。 

佐伯代表監査委員。 

○佐伯代表監査委員 では着席したまま報告させていただきます。 

  今回ですね、決算審査意見書、それから財政健全化判断比率等審査意見書、それから

水道事業会計決算審査意見書、それから下水道会計決算審査意見書、４冊あります。今

の順番の通りで報告させていただきます。 

  まず決算審査意見書、こちらのほうから始めていきたいと思います。 

  まず１ページ目ですが、目次がありまして、そのあと１ページ目で審査の概要があり

まして、審査の対象、審査の期間、審査の手続が書いてありまして、次の２ページにい

きまして、審査の結果ですが、審査に付された一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算

書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書の各計数

は、関係法令に準拠して調製され誤りのないものと認められた。また、各基金の運用状

況についても計数に誤りなく、適正に運用されているものと認められた。 

  審査の結果の詳細は、以下のとおりであるということで、簡卖にかいつまんで説明さ

せていただきますが、その２ページの方の下のほうの３行目、下から３行目で、純計決

算の歳入額は１４１億６，８７８万５千円、歳出額は１３９億６，４９６万７千円で、

前年度より歳入額は１２億９，８５９万９千円、８．４％の減尐、歳出額は１１億１，

７８７万９千円、７．４％の減尐である。この減尐は、平成３０年度より公共下水道事

業特別会計が、公営企業会計へ移行したことが、主な理由であります。その下の、３ペ

ージの真ん中あたりに表２というのがありまして、平成２９年度、こちらの方が差引残

額が３億８，４５３万８千円とありますが、こちらのほうはですね、公共下水道事業特
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別会計が先ほど申しあげましたように、平成３０年度より公営企業会計、こちらの方に

移行されましたので、平成２９年度は打ち切り決算をしております。３月で打ち切り決

算をしておりますので、４月、５月の収支というのは入っておりません。ですからこう

いう利益が出たような数字になっております。 

  その次、引き続いて３ページの下から３行目の終わりのほうからなんですけども、特

別会計では、前年度の卖年度収支は３億４，０９６万１千円の黒字であるが、当年度で

は２，５７９万２千円の赤字へ減尐となった。この減尐は、平成３０年度より公共下水

道事業特別会計が、公営企業会計へ移行したことが、主な理由であると、先ほど説明し

たことです。 

  その次、４ページの真ん中あたりに（３）予算の執行状況なんですが、２行目の真ん

中あたりから、収入済額は１４８億３，８３０万２千円、予算に対する収納率は、９１．

７％、前年度が９４．２％である。また、調定総額１５０億５，２３６万２千円に対す

る収納率は、９８．６％、前年度９８．４％である。収入未済額は、２億２００万１千

円で、前年度より５，１０８万３千円の減尐となっております。 

一方、歳出決算額は、支出済額１４６億３，４４８万４千円で、執行率は９０．４％、

前年度９２．０％である。予算現額から支出済額と翌年度繰越額４億９０８万７千円を

控除した不用額は、１１億４，１４６万１千円で、前年度より２億２，０５３万１千円

の減尐です。 

その次ですね、ちょっと飛ばしていただきまして、６ページ、こちらの方を見ていた

だきまして、②歳出の構成のところで、４行目ですが、扶助費は１５億７，８４８万８

千円、前年度より３，７０７万２千円の増加であると、扶助費については、あとむすび

のところで申しあげてますが、毎年毎年やはりかなり増加していってます。 

その次７ページですが、７ページの上から３行目で、災害復旧事業費は前年度より１，

２２２万６千円の皆増であると。これは前年度の台風２１号と７月の豪雤による災害の

復旧事業費のことです。 

その次、ちょっと飛ばしていただきまして、９ページで（５）町債の状況とあります

が、その一番最初にですね、連結ベースでの町債とありますが、すみません、まことに

申し訳ありませんが、平成２９年度までは下水道事業特別会計がありましたので、連結

ベースという言葉を使って連結させてますが、先ほど申しあげましたように、下水道事

業については、公営企業化になっておりますので、連結ベースという言葉は要らないで

すので、連結ベースでのという言葉は削除していただきたいと思います。 
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すみません、まことに申し訳ありません。 

町債の状況は表８のとおりで、一般会計の平成３０年度末町債残高は、前年度末より

１億９２７万２千円減尐し、８８億８，９５４万２千円となっております。 

  １０ページ、こちらのほうにいきまして、一般会計ですが、真ん中あたりで、卖年度

収支に財政調整基金の積み立てと取り崩し、町債の繰上償還額を加味した実質卖年度収

支は、４５１万７千円の黒字であります。 

（１）歳入ですが、３行目の終わりのほうからですね、地方消費税交付金、これは、地

方消費税の都道府県間の精算基準見直しに伴う好影響等により、前年度より３，９４１

万７千円、１０．８％の増加です。 

その次に、地方交付税、こちらのほうもですね、前年度より２，２４２万６千円の増

加です。 

その次、繰入金についてはですね、小中学校空調設備の整備に要する一般財源不足に

対忚するため、財政調整基金の取崩しを行っております、そのことがふえております。 

次に１２ページ、こちらのほうにいきまして、真ん中ちょっと下あたりですが、町税

の収納状況は表１１のとおりで、町税全体では３０億４，７８０万円の調定に対し、収

入済額は２９億７，８４４万９千円で、前年度より４，９６５万８千円の増加になって

おります。また調定に対する収納率、こちらのほうもですね９７．７％で、前年度が９

７．４％より０．３ポイント上昇しています。 

不納欠損額、こちらの方ですが、前年度より１３３万４千円減尐の１５２万４千円の

処理を行っております。収入未済額は、前年度より８２２万１千円減尐の６，７８２万

８千円であります。 

その次ですね、町民税は、前年度より５，０３７万９千円、３．４％の増加でありま

す。たばこ税は、前年度より４８９万８千円の増加です。 

一方、固定資産税、こちらのほうはですね、３年に一度の評価替え、こちらの年度で

ありまして、在来分家屋の減価等により、８３３万１千円の減尐となっております。 

  その次、ちょっと飛ばしていただきまして、１４ページのほうですが、歳出に入りま

して、１４ページのほうでですね、１行目の終わりあたりから、決算額の増加の主なも

のとしまして、衛生費は、鳩水園汚泥処理設備改修事業費、火葬場火葬炉設備更新事業

費等の増のため、前年度より３，９７８万２千円の増加です。 

教育費は、小中学校空調設備整備事業費、小中学校臨時講師賃金等の増のため、前年

度より８，５６９万７千円の増加です。 



 - 8 - 

災害復旧費は、先ほど言いました、前年度より１，２２２万６千円の皆増となってお

ります。 

そのあと飛ばさせていただきまして、１８ページの方で、次に特別会計ですが、まず

１８ページの真ん中で（１）国民健康保険事業特別会計、こちらのほうですが、まずす

みません、一番最初にですね、国民健康保険事業特別会計はですね、今までの各市町村

の運営から県域での運営に変わっております。その５行目からですね、決算を終えてい

るのあとですが、なお、実質収支は、前年度より５９５万２千円の増加となるが、平成

３０年度に平成２９年度分の療養給付費等負担金等の精算金３，６１０万４千円の返還

を反映させると、実質的な卖年度収支額は、４，２０５万６千円の黒字となっておりま

す。 

歳入では、調定額は、３０億６，３７１万２千円、収入済額は２９億２，６９４万３

千円で、調定額に対する収納率は９５．５％である。このうち国民健康保険税の収入済

額は、前年度より２，９２８万７千円、４．７％減尐の５億８，８４７万９千円となり、

調定額７億２，５２４万８千円に対する収納率は８１．１％で、前年度、８１．４％よ

り０．３ポイント悪化しています。なお、７４７万６千円を不納欠損したので、最終的

な収入未済額は、１億２，９２９万３千円、前年度が１億３，５３１万９千円で、前年

度より６０２万６千円減尐しております。 

その次に、２０ページにいきまして、介護保険事業特別会計ですが、３行目で収支差

引９，３１５万３千円の黒字です。その４行目あとで、実質的な収支額は８，５１２万

１千円の黒字となっております。 

その次の２２ページで（３）介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）ですが、

３行目のところで収支差引２２１万２千円の黒字です。 

  ２３ページで、後期高齢者医療特別会計ですが、３行目のところで収支差引５６９万

２千円の黒字です。 

  その次２４ページのほうで財産の状況ですが、真ん中ちょっと下あたりに、行政財産

の異動がありまして、ごみ置き場の増加と、それから斑鳩町マルシェ・宿泊施設等事業

者誘致事業に係る土地整理に伴う異動で３，３５４㎡土地が減尐しておりまして、その

次、普通財産の異動で同じくさきほどの斑鳩町マルシェ、こちらの整理に伴う異動で土

地が５，２９２㎡の増加となっております。 

そのあと、遊休地の売却を、下の４件しております。 

そのあとですね、飛ばしていただいて２６ページで（６）遊休財産が以下のとおり
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となっております。 

２８ページでむすび、こちらのほうですが、以上が、平成３０年度の一般会計及び

各特別会計の決算の状況であり、事務は適正に行われているものと認められるが、若

干意見を付しておきたいということで（１）で一般会計の実質卖年度収支についてで

すが、平成３０年度の一般会計の実質卖年度収支は４５１万７千円となり、平成２８

年度から３年連続の実質卖年度収支の赤字を回避できたと、これは喜ばしいことであ

ると思います。 

また、平成２９年度と比較すると、歳入においては町税が４，９６５万８千円、地方

交付税が２，２４２万６千円の増加となり、歳出においては一般会計全体で４，８６４

万４千円の減尐となり、平成２９年度決算の状況より改善されている。 

しかし、平成２３年度から平成２９年度までの一般会計の実質卖年度収支、こちらの

ほうは、累計額で３億５，４８８万７千円の赤字、これがありますので、平成３０年度

において４５１万７千円、こちらのほう取り戻しておるんですけども、今後もですね、

実質卖年度収支の黒字を維持するように努めなければならないと思います。 

  その次に、先ほどちょっと申しあげました（２）社会福祉費にかかる扶助費の増加で

すが、平成２７年度の決算審査意見書において、平成２３年度から平成２７年度までの

社会福祉費にかかる扶助費の決算状況を示したんですけども、今回ですね、平成２８年

度から平成３０年度までの社会福祉費にかかる扶助費の状況、こちらのほうを示します

と、下記のとおりになっております。扶助費は、毎年著しく増加しており、今後も増加

は続くものと思われますので、留意すべきであると思います。 

  その次２９ページにいきまして（３）公共下水道工事についてですが、平成３０年度

より公共下水道事業特別会計は、公営企業会計へ移行しているが、平成３０年度も下水

道費より下水道事業会計補助金として、５億１，００９万４千円を支出しています。斑

鳩町の下水道普及率は、平成３０年度末時点で５８．９％であることから、今後も建設

改良工事は継続される予定であり、当分の間は、公共下水道事業に対する支出が続くも

の予想されるので、こちらのほうも留意すべきであると思います。 

（４）これからの斑鳩町の財政運営についてですが、前述のとおり、平成３０年度の

一般会計の実質卖年度収支は、平成２９年度より改善されたが、過去の実質卖年度収支

の累計赤字額を取り戻さなければならない。また、今後も社会福祉費にかかる扶助費の

増加と下水道事業に対する支出の継続が考えられるので、留意すべきである。 

従って、これからの斑鳩町の財政運営は、歳入において半数以上を占める依存財源に
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頼らず、自主財源の拡大策等を検討するとともに、遊休地の処分等をすすめなければな

らない。また、歳出においては、公共施設等管理計画に基づき個別施設計画を策定する

とともに、公共施設等の総合適正管理を行うことにより、財政負担を軽減・平準化する

とともに、その最適配置を実現し、時代に即したまちづくりを行ってゆく必要があると

思います。 

  以上で、決算審査意見書、こちらのほうを終わりまして、次にですね、財政健全化比

率等審査意見書、こちらのほうに移りたいと思います。 

  まずめくっていただきまして、平成３０年度 普通会計財政健全化審査意見書で、審

査の概要がありまして、そのあと２番で審査の結果、総合意見ですが、審査に付された

下記それぞれの健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも適正に作成されているものと認められました。（２）個別意見ですが、実質赤字比

率について、平成３０年度の実質赤字比率は、決算が黒字であり問題はありません。連

結実質赤字比率について、平成３０年度の連結実質赤字比率についても同様に黒字であ

り問題はありません。実質公債費比率、平成３０年度の実質公債費比率は６．９％で、

早期健全化基準を下回っており問題はありません。 

その次、将来負担比率ですが、平成３０年度の将来負担比率は３９．８％と早期健全

化基準を下回っており、問題はありません。前年度と比較して将来負担比率が減尐して

いるが、今後も尐子高齢化に伴う福祉関係や公共施設の維持管理等に多額の費用がかか

ることから、将来負担比率が大きくならないように財政運営に努めるべきである。

（３）是正勧告を要する事項は、特に指摘すべき事項はありません。 

  その次のページで、水道事業会計経営健全化審査意見書ですが、２ 審査の結果、

（１）総合意見。審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められました。（２）個別意

見ですが、資金不足比率について。水道事業の平成３０年度決算における財務の短期流

動性を示す流動比率は４３０．５％、前年度が３４４．５％で資金不足の状態にはなっ

ていない。経営健全化審査において、より実質的な資金不足額を把握するため、平成３

０年度中の企業債償還の予定額を「１年基準」に基づいて流動負債に算入しても、実質

的な資金不足比率はマイナス５０．０％、前年度がマイナス４４．６％となり、経営健

全化基準の２０．０％と比較して、なお良好な状態にあると認められます。（３）是正

勧告を要する事項。特に指摘すべき事項はありません。 

次に、下水道事業会計経営健全化審査意見書。こちらのほうですが、２ 審査の結果、
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（１）総合意見。審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められました。※ですが、資

金不足比率のマイナス表示は資金が不足していないことを示します。 

その次ですけども、平成２９年度と平成３０年度で資金不足率が大きく変動している

のは、先ほどから説明しています、平成３０年度より地方公営企業会計へ移行すること

から、平成３０年３月末をもって打ち切り決算を行ったためである。このことから平成

２９年度は多額の剰余額が生じたが、未払金相当額については、平成３０年度に斑鳩町

下水道事業会計に引き継がれて支出されています。（２）個別意見ですが、資金不足比

率について。下水道事業の平成３０年度決算における財務の短期流動性を示す流動比率

は、１１０．９％となり、資金不足の状態ではない。ところがですね、先ほどの水道事

業と同じようにですね、経営健全化審査において、より実質的な資金不足額を把握する

ため、平成３０年度中の企業債償還の予定額を「１年基準」に基づいて流動負債に算入

すると、実質的な資金不足比率は２８２．２％であり、経営健全化基準の２０.０％と

比較して大幅に基準を超えた状態となります。これはどういうことかといいますと、下

水道使用料収入額と比較して、１年以内の企業債償還金額が高額だからと考えられます。 

しかし、下水道の普及率は５８．９％であり、今後も建設改良工事は継続されるので、

今後は供用面積が拡大し、接続件数が増加すれば、下水道使用料収入額も増加し、資金

不足状態も解消に向かうと考えられます。この件についてはですね、また下水道事業会

計の意見書、そちらの方でも述べておりますので、その次のページ、めくっていただき

まして、先ほどの、参考になる１年基準による資金不足比率は先ほどのとおりですけど

も、是正勧告、これに要する事項については特に指摘すべき事項はありません。通常で

言う資金不足比率、それは大丈夫であります。 

  以上で、財政健全化判断比率等審査意見書、こちらのほうは終りたいと思います。 

  次にですね、水道事業会計決算審査意見書、こちらのほうにまいりたいと思います。 

あけていただきまして、１ページ目で、審査の概要が書いてありまして、２ページ目

で審査の結果ですが、１．審査の結果、審査に付された平成３０年度斑鳩町水道事業会

計決算書類は、関係法令に準拠して作成されており、当事業年度の経営成績及び当事業

年度末の財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

その２ページの真ん中あたりでですね、営業利益がですね、平成２９年度がマイナス

９２２万１，１５９円で、平成３０年度がマイナス２３５万２，４２５円と、改善され

ていると思います。 
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そのあと、ちょっと飛ばしていただきまして、５ページ、こちらのほうですが、真ん

中あたりでですね、真ん中ちょっと上あたりで、本年度の有収率は９４．１％で、前年

度が９３．７％と比較すると０．４ポイント上昇しています。平成２９年度の有収率の

全国平均は８９．９％であるので、それに比較すると当町は全国平均を上回っています。 

その次ですね、６ページ、こちらのほうはですね、真ん中ちょっと下あたりで、営業

損失と経常利益とありますけども、その下のほうで、配水及び給水費、こちらのほうで、

人件費で３４１万、修繕費で１４９万９千円減尐しております。 

その次、７ページですね、総係費、こちらのほうはですね、委託料で１４７万７千円

の増加とありますけども、人件費が５６６万６千円減尐しております。 

その７ページの下から６行目ですけども、流動資産は期中に１，２２２万６千円増加

し、５億９３５万３千円となっております。 

  その次、８ページのほう、こちらのほうにいきまして、むすびですが、平成３０年度

水道事業会計の決算は、本年度純利益が５，８４５万７千円と前年度を上回り、水道事

業は今後も短期間において問題はないと思われるが、将来を見据えて次のことをコメン

トします。 

まず（１）県域水道一体化ですが、奈良県は、水道事業を取り巻く状況が大きく変化

しています。人口減尐社会の中で、水需要が減尐傾向にあり、水道施設の老朽化による

施設の更新費用の発生が予想される。また、水道法の改正により、都道府県の役割とし

て、自ら調整役となり、県内水道事業者等の広域的な連携を推進することが求められて

いる。よって、奈良県では、以下の３点を理由に、県域水道一体化構想として、令和８

年に上水道の経営統合を目指しています。①業務の効率化、②施設投資の最適化、③水

源の適正化を達成。斑鳩町は、上記３点に留意して、県域水道一体化スケジュールを吟

味し、アセットマネジメント、財政計画の経営方針をどのようにするのか、さまざまな

ことを検討しなければならない。（２）営業損失の連続についてですが、平成２９年度

の決算審査意見書において、営業損失が４年連続していると述べたが、平成３０年度に

おいても、営業損失２３５万２千円が計上されており、５年連続の営業損失である。 

平成３０年度は営業費用において、減価償却費が増加したものの、その他の費用が減

尐し、平成２９年度と比較するとマイナス９４７万３千円となり、営業損失が２３５万

２千円と、前年度より６８６万９千円改善されているので、今後は営業利益が計上でき

るように検討されたい。 

  以上で水道事業会計の決算審査意見書の方を終わりたいと思います。 
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  その次ですね、下水道事業会計の決算審査意見書、こちらのほうにまいりたいと思い

ます。 

１ページ目に審査の概要が書いてありまして、２ページ目、こちらのほうですが、審

査の結果ですが、審査に付された平成３０年度斑鳩町下水道事業会計決算書類は、関係

法令に準拠して作成されており、当事業年度の経営成績及び当事業年度末の財政状態を

適正に表示しているものと認められた。損益計算書がその下に書いてありますが、その

下のところにですね、平成２９年度は地方公営企業法適用前の特別会計であり、なおか

つ打切り決算をしておる内容であります。 

  これがですね、１０ページのところでですね、第５表を見ていただくとわかりやすい

んですが、第５表でですね、下水道使用料、こちらのほうはですね、打切り決算をして

おりますので、４月、５月の入金がまだ入っておりません。ですから比較をするという

のはあまり意味がないように思いますが、卖純に比較しておるだけです。その次に営業

費用のところでですね、２９年度は減価償却費が計上されていませんが、公営企業とな

った平成３０年度は、減価償却は４億１，３０４万８千円と計上されており、営業利益

は以下のようにマイナスの平成２９年度はマイナス３７１万２千円ですが、平成３０年

度はマイナス３億８，０２４万３千円と。その次に営業外収益のところでですね、平成

２９年度は長期前受金戻入っていうのが０円なんですが、ないんですが、収支決算でや

っておりますので、減価償却費とか長期前受金戻入、こちらのほうが収支決算でありま

すので、平成２９年度はありません。平成３０年度に減価償却費が約４億１，３００万

計上されまして、長期前受金戻入、こちらのほうがですね、３億７，５９６万１千円計

上されております。ということで平成２９年度までは収支決算やっておりまして、なお

かつ打切り決算をしております。平成３０年度は公営企業会計、こちらのほうになりま

すので、比較というのがあまり、卖純な数字の比較をしておるだけの話でございます。 

  すみません、本文のほうに戻りまして、ちょっと間を飛ばしていただきまして、６ペ

ージのところですね、ウ．営業損失と経常利益のところでですが、営業費用の内訳であ

るが、管渠費は４９６万８千円であり、前年度２２７万４千円と比較して、２６９万３

千円の増加となっておりますが、その主な理由としましては、前年は、本年度の公営企

業化に伴って３月３１日で打切り決算を行ったため、前年度の営業費用が尐なく計上さ

れているためであるというのは、前年度の４月、５月分の支払い、こちらの方が計上さ

れておりません。ですから前年度の営業費用が尐なく計上されているため、今期は平成

３０年度が多く計上されているように見えております。 
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  その次、８ページのほうにいきまして、むすびですが、平成３０年度下水道事業会計

の決算は、本年度純利益が４１７万９千円である。斑鳩町における下水道の普及率は、

平成３０年度末時点で５８．９％のため、今後の建設改良工事の進捗により、供用面積

が拡大し、接続件数も増加すると考えられます。 

下水道事業会計は、平成３０年４月１日より公営企業会計化して期間も短く、１年し

か経っておらないんですけども、今後の下水道普及状態や財政状況等について、現時点

での予測は難しいが、将来を見据えて次のことをコメントします。 

（１）公営企業会計の適用。本年度より適用された公営企業会計は、公営企業の経営

基盤の強化や財政マネジメントの向上等をさらに的確に取り組むため、民間企業の概念

や独立採算性を求めたものであり、今後も下記の点に留意して、事務を進めなければな

らない。①発生主義、複式簿記の採用ということで、先ほども申しあげました収支決算

でなくて、発生主義、こちらの方で決算をしております。②損益計算書による経営成績

の把握ということで、毎年度の利益損失等フロー情報、これを把握するとともに、③貸

借対照表による財政状態の把握、資産、負債等ストック情報を把握するということであ

ります。その次、（２）公営企業会計の期待される効果。こちらのほうがですね、公営

企業会計化により、今後期待される事業効果は下記の点であると考えられる。①持続可

能なストックマネジメントの推進。②適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能に。

適切な原価計算に基づくといいますのは、先ほど申しあげました減価償却費、そちらの

ほうも計上していきますので、いったい設備等に毎年償却がいくらになるかというのが

わかるということです。③広域化、民間活用等の抜本改革の推進。④企業間での経営状

況の比較。⑤わかりやすい財務情報に基づく住民や議会によりガバナンスの向上。⑥職

員の経営マインドの育成。（３）今後の経営の在り方ですが、公営企業会計化により、

下水道事業の損益構造が明らかになったため、下記の点を検証検討しなければならない。

①赤字構造か黒字構造か。②どの程度の公的支援に依存しているか。補助金にかなり依

存していると思いますが、それも明らかになるということです。③費用縮減できる項目

はないか。④適切な料金水準はどの程度か。 

  その次に、９ページのほうにいきまして（４）平成３０年度斑鳩町下水道事業会計の

注意点。下記の注意点については、おそらく次年度以降も同様の状態が続くと考えられ

るので、今後の事業執行にあたり、特に留意しなければならない。①当年度純利益は４

１７万９千円であるが、営業損失が３億８，０２４万３千円である。つまり、営業損失

ということは、営業すれば赤字という状態であります。②他会計補助金は１億５，９７
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５万９千円であり、多額の公的資金の補助を受けている状態であります。つまり、公的

補助金を受けなければ、経営が成立しない状況である。③ですが、これ先ほど健全化の

ところで申しあげたところに関係するんですけども、流動資産が３億１，２２９万１千

円に対し、流動負債の企業債、こちらの方はですね４億１，１５４万８千円であり、資

金繰りに注意を要しなければならない状態であります。つまり、今年度末に手元に残っ

た資金よりも、次年度返済すべき金額、こちらのほうが高額で、資金が不足する時期が

あると考えられます。 

  以上で、下水道事業会計決算審査意見書、こちらのほうを終わりたいと思います。  

以上で私のほうの意見書のほうを終了したいと思います。 

○伴委員長 ありがとうございました。 

ただいま報告を受けました審査結果について、質疑がございましたらお受けいたしま

す。ございませんか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、質疑を終結いたします。 

あらかじめ、佐伯代表監査委員、中川監査委員から、決算審査結果の報告後、退席の

申し出がございますので、これを許可いたしたいと思います。 

両監査委員には、各会計の決算審査にあたり、詳細なご報告をいただきまして、委員

長として、心からお礼を申しあげます。ありがとうございました。 

暫時休憩いたします。 

   （ 午前９時４８分 休憩 ） 

   （ 午前９時４９分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

続きまして、一般会計及び各特別会計の決算概要について、先ほどの監査結果報告及

び後ほどの理事者からの説明と重複いたしますので、説明を省略し、資料２「決算の状

況」に基づき、質疑をお受けいたします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、一般会計及び各特別会計の決算概要に対する質疑を終結いた

します。 

次に、健全化判断比率報告について、説明を求めます。 

。 

 おはようございます。それでは、平成３０年度決算における健全化判断
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比率等の状況につきまして、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及

び第２２条第１項の規定に基づき、ご報告申しあげます。 

失礼して、座らせていただきます。 

恐れ入りますが、資料７の平成３０年度健全化判断比率等報告書をご用意いただけま

すでしょうか。１ページをごらんください。はじめに、斑鳩町における健全化判断比率

の状況でございます。１つ目の指標である実質赤字比率でございますが、この指標は、

地方税、地方交付税等の一般財源をその支出の主な財源としている一般会計等において、

歳出に対する歳入の不足額、いわゆる赤字額を、地方公共団体の一般財源の標準的な規

模をあらわす標準財政規模の額で除した比率であります。平成３０年度の実質赤字比率

は、マイナス５．１９％となり、前年度のマイナス３．９２％と比較して、１．２７ポ

イント改善しているところでございます。なお、この比率の基準につきましては、早期

健全化基準は、市町村の財政規模に忚じて１１．２５％から１５％までの間とされてお

り、本町の早期健全化基準は１４．４４％となっております。また、財政再生基準は、

旧再建法の起債制限の基準を用い、市町村は２０％とされているところでございます。 

次に、２つ目の指標である連結実質赤字比率です。この指標は、地方公共団体のすべ

ての会計の赤字額と黒字額を合算して、当該団体を一法人としての歳出に対する歳入の

不足額を、その団体の一般財源の標準的な規模を表す標準財政規模の額で除した比率で

ございます。平成３０年度の連結実質赤字比率は、マイナス９．７０％となり、前年度

のマイナス１２．２１％と比較して、２．５１ポイント悪化しております。この悪化と

なった要因は、地方公営企業会計への移行に伴い、前年度会計をもって、打ち切り決算

をおこなった公共下水道事業特別会計において、平成２９年度歳出決算で未払金が発生

し、その財源に相当する剰余額により、平成２９年度決算では黒字額が増加していたた

めでございます。なお、この比率の基準につきましては、早期健全化基準が実質赤字比

率の早期健全化基準に、公営企業等における経営健全化等を踏まえまして５％を加算し、

市町村につきましては財政規模に忚じ１６．２５％から２０％までの間とされておりま

す。本町の早期健全化基準は１９．４４％となっております。また、財政再生基準は、

同様の観点から、実質赤字比率の財政再生基準に１０％を加算し、市町村は３０％とさ

れているところでございます。 

次に、３つ目の指標である実質公債費比率です。この指標は、地方公共団体の一般会

計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債費や、公債費に準

じた経費をその団体の標準的な規模を表す標準財政規模を基本とした額で除した比率の
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３か年の平均値でございます。平成３０年度は、実質公債費比率は６．９％となり、前

年度の６．８％と比較して０．１ポイント悪化しております。なお、この比率の基準に

つきましては、早期健全化基準は、現行の地方債協議・許可制度におきまして一般卖独

事業の許可が制限される基準とされている２５％とされており、財政再生基準は同様に

公共事業等について許可が制限される基準とされている３５％とされております。 

また、本町と全国の団体との比較でございますが、恐れ入りますが、７ページをごら

んいただきたいと思います。一番下の行ですが、平成２９年度で、（参考）全国市区町

村平均６．４％を上回る結果となっております。なお、奈良県内市町村の平均は、１０．

０％となっております。 

恐れ入りますが、１ページにお戻りいただけますでしょうか。 

次に、４つ目の指標である将来負担比率でございます。この指標は、地方公共団体の

一般会計等が将来的に負担することになっている実質的な負債にあたる額を把握し、こ

の将来負担額から負債の償還に充てることができる基金等を控除の上、その団体の標準

的な規模を表す標準財政規模を基本とした額で除した比率でございます。平成３０年度

は、早期健全化基準３５０％に対して３９．８％となっており、前年度の５６．７％と

比較して１６．９ポイント改善しております。この改善の主な要因につきましては、公

共下水道事業特別会計が平成３０年度から地方公営企業会計へ移行したことに伴い、一

般会計からの繰出基準割合が減尐したこと、また退職手当負担金見込額の算定に用いま

す勤務年数別自己都合退職支給率が改定となったことによるものでございます。 

また、本町と全国の団体との比較でございますが、恐れ入りますが９ページをお願い

いたします。一番下の行でございますが、平成２９年度で（参考）全国市区町村平均３

３．７％を上回る結果となっております。なお、奈良県内市町村の平均は７７．８％と

なっているところでございます。 

恐れ入りますが、２ページをごらんいただきたいと思います。 

最後に、斑鳩町における資金不足比率の状況でございます。水道事業会計は、３億９，

１０３万６千円の剰余額、下水道事業会計は２，０５９万９千円の剰余額が、それぞれ

あり、いずれの会計におきましても資金不足は生じておりません。 

以上、平成３０年度決算における健全化判断比率等の状況についてのご報告とさせて

いただきます。何とぞ、よろしくご審議賜りますよう、お願い申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、これに対する質疑をお受けいたします。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 
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○伴委員長 これをもって、健全化判断比率に対する質疑を終結いたします。 

続いて、認定第２号 平成３０年度斑鳩町一般会計歳入歳出決算の認定について、一

般会計歳入全般の審査を行います。 

理事者の説明を求めます。 

 

 それでは、はじめに、議案書を朗読させていただきます。 

認定第２号 

平成３０年度斑鳩町一般会計歳入歳出決算の認定について 

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 

  令和元年９月２日提出 

斑鳩町長  中 西 和 夫 

それでは、失礼させていただきまして、座らせていただきます。 

資料として、ご用意いただきたいものは、資料３の主要な施策の成果報告書と資料５

の決算付属参考資料でございます。よろしくお願いいたします。 

それでは、一般会計の歳入決算の状況につきましてご説明いたします。恐れ入ります

が、資料３の主要な施策の成果報告書の５１ページをお願いいたします。 

第２表 平成３０年度一般会計歳入決算の内訳でございます。 

平成３０年度の歳入決算額は第２表の一番下の２４の合計欄ですが、９０億５，７６

５万３千円で、前年度の決算額と比較して５，００７万３千円、０．６％の増となって

います。各費目の決算額ですが、表の一番上の１の町税は２９億７，８４４万９千円で、

前年度と比較して４，９６５万８千円、１．７％の増となっています。その内訳でござ

いますが、次の５２ページの第３表 平成３０年度町税決算の状況をお願いいたします。

表頭の比較の欄でございますが、上から４行目の固定資産税が３年に一度の評価替えの

年度であり、在来分家屋の減価等により８３３万１千円の減収となったものの、上から

１行目の町民税が５，０３７万９千円増収するなど、その他税目がすべて増収となった

ことから、町税全体として４，９６５万８千円、１．７％の増となっております。 

次に、目的税である都市計画税の使途状況でございますが、恐れ入りますが、資料５

の決算付属参考資料の４ページをお願いいたします。平成３０年度の都市計画税収入額

は、下段の表の真ん中の欄でございますが、１億２，８９６万円で、下水道事業、そし

て、これまで都市計画事業として借入れを行った町債の償還金の一般財源である都市計
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画税充当可能額３億６，２４３万５千円に全額を充当しており、その充当割合は３５．

６％となっております。 

恐れ入りますが、資料３の主要な施策の成果報告書の５１ページにお戻りいただけま

すでしょうか。町税とともに、町財政の基盤でございます、下から７行目の１８の地方

交付税は２６億７８万６千円で、子ども・子育て支援等の社会保障関係経費の増に伴う

基準財政需要額の増などにより、前年度と比較して２，２４２万６千円、０．９％の増

となっております。次に、中段の１４の地方消費税交付金は４億５０９万４千円で、前

年度と比較して３，９４１万７千円、１０．８％の増となっております。このうち、社

会保障財源交付金分の状況でございますが、恐れ入りますが、資料５をお願いいたしま

す。資料５の決算付属参考資料の５ページをお願いいたします。平成３０年度の社会保

障財源交付金収入額は、下段の表の真ん中の欄でございますが、１億８，５７９万円で、

社会保障施策に要する一般財源である社会保障財源交付金充当可能額１５億５，８５０

万２千円に全額を充当しており、その充当割合は１１．９％となっております。 

恐れ入りますが、資料３の主要な施策の成果報告書の５１ページにお戻りください。

次に、下から５行目の２０の国庫支出金は８億５，２２８万８千円で、子どものための

教育・保育給付費負担金、障害福祉給付費負担金などが増額となったものの、保育所等

整備交付金、文化財保存整備費等補助金などが減額となったことから、前年度と比較し

て１億８，８９８万６千円、１８．１％の減となっております。 

次に、その下の２１の県支出金は５億９，５２８万８千円で、震災対策農業水利施設

整備事業費補助金、奈良県知事・議会議員選挙費委託金などが増額となったものの、文

化財保存整備費等補助金、衆議院議員選挙費委託金などが減額となったことから、前年

度と比較して３，８０７万１千円、６．０％の減となっております。 

次に、その下の２２の町債は６億７，５３０万円で、学校教育施設等整備事業債、文

化振興センター空調設備改修事業債、し尿処理施設整備事業債などが増額となったこと

から、前年度と比較して２億３，９７０万円の増となっております。 

また、その他の歳入として、上から４行目の４の財産収入は３，３０４万９千円で、

西和衛生試験センター組合の残余財産収入の減などにより、前年度と比較して２，３４

１万４千円の減となっております。最後に、その下の５の寄附金は７３３万１千円で、

前年度に寄附のあった企業版ふるさと納税７千万円などの減により、前年度と比較して

７，４０６万円の減となっております。 

以上で、歳入決算の状況につきましての概要説明といたします。 
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何とぞ、よろしくご審議賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、これに対する質疑をお受けいたします。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、一般会計歳入全般に対する質疑を終結いたします。 

ここで、理事者入れ替えのため、１０時３０分まで休憩いたします。 

    （ 午前１０時０７分 休憩 ） 

    （ 午前１０時３０分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

それでは、総務部・会計室・議会事務局所管に係る決算審査を行います。 

初めに、第１款 議会費について、説明を求めます。 

佐谷議会事務局長。 

○佐谷議会事務局長 おはようございます。それでは、第１款 議会費の決算の概要につ

いて、ご説明申しあげます。座って説明させていただきます。 

主要な施策の成果報告書の５８ページをごらんいただけますでしょうか。平成３０年

度の議会費の歳出決算額は９，５２６万８，１５１円となっており、前年度と比較して、

５８３万５，６４６円減尐いたしました。減尐の主な要因は、議員１名減による報酬等

の減、給付費負担金負担金率の減尐による減、委員会視察行先にかかる旅費の減などで

ございます。それでは、事業別施策の取組み状況について、ご説明申しあげます。まず、

定例会・臨時会及び委員会の運営についてであります。初めに、定例会・臨時会の開催

についてですが、定例会を４回、臨時会を１回開催いたしました。町長提案の議案数は

８０件で、すべて原案可決となっております。議員発議の議案につきましては、意見書

３件を可決しております。次に、常任委員会、特別委員会及び議会運営委員会の開催に

ついてですが、延べ５６回、５９日間の開催をいたしました。また、閉会中の委員会活

動として、継続審査案件について審議を行うとともに、各常任委員会において先進地事

例に学ぶための先進地視察研修を実施いたしました。次に、会議録の作成・閲覧ですが、

録音音声データ反訳を委託しておりますが、委託するにあたっては、自己作成部分を増

やすなどして、引き続き反訳対象時間の縮小に努めております。次に、議会広報の充実

につきましては、年４回発行し、多くの方に読んでいただけるよう、町ホームページに

掲載をいたしております。以上、簡卖ではございますが、議会費の決算概要の説明とさ

せていただきます。よろしくお願いいたします。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第１款 議会費について、質疑をお受けいたしま



 - 21 - 

すが、質疑・答弁がスムーズに行えますよう、ご質問の際には、関係資料等の資料名、

資料番号、ページ数などをお示しいただきましてご質問くださいますよう、よろしくお

願いいたします。それでは、質疑をお受けいたします。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第１款 議会費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第２款 総務費について、説明を求めます。 

。 

 それでは、総務部及び会計室が所管いたします、第２款 総務費に係る

主な施策の実施内容につきまして、ご説明いたします。 

失礼して、座らせていただきます。 

平成３０年度主要な施策の成果報告書の５９ページから８５ページとなっています。

５９ページをお願いいたします。第２款 総務費、第１項 総務管理費でございます。 

はじめに、第１目 一般管理費ですが、職員人件費、地域集会所施設整備費等補助、

コミュニティバスの実証運行、地域公共交通会議の運営、参加と協働のまちづくりの推

進などに要する費用の支出が主な内容となっています。 

公共交通の整備では、平成２８年１０月から開始したコミュニティバスの実証運行を

引き続き実施するとともに、地域公共交通会議において、その再編方針等について審議

いたしました。コミュニティバスにつきましては、本年４月１日から、バスの運行台数

を２台から１台とし、１日８便から１日４便に減便するとともに、高齢者の運賃無料化、

笠町から王寺駅への奈良交通バスへの乗継券の発行など、再編を行っております。 

６０ページをお願いします。Ｊアラートの更新では、情報伝達に要する時間の短縮や

特別警報等に係る伝達情報の充実をはかるため、Ｊアラートシステムを更新いたしまし

た。次に、「自治会への支援」では、自治会等に対し、文具料等の助成を行うなど、コ

ミュニティ組織の育成に努めました。平成３０年度では、２自治会に対し、自治総合セ

ンターコミュニティ助成金事業の助成対象の決定を受け、一般コミュニティ助成事業に

かかる補助金を交付いたしました。次に、地域集会所施設整備等の支援では、北六番自

治会の集会所の改築や駅前中自治会の自治会館用地の購入など、自治会等が行う地域集

会所の整備等の費用に対する補助金を交付し、コミュニティ活動を支援しました。 

６１ページをお願いいたします。参加と協働のまちづくりの推進では、協働のまちづ

くり活動提案事業補助金を７団体に交付し、提案事業を実施していただきました。また、

令和元年度の事業提案募集を行い、４団体を内定しました。次に、住民活動センターの
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運営では、住民と行政の協働のまちづくりを推進するため、生き生きプラザ斑鳩内に住

民活動センターを設置し、住民活動の相談窓口、情報発信、新しい活動の立ち上げ支援

などを行っています。 

続きまして、６３ページの第２目 文書広報費です。町広報紙の発行、声の広報、町

ホームページの運用などに要する費用の支出が主な内容となっています。広報紙の充実

では、例年掲載している記事のレイアウトを改良するなど、より親しみの持てる広報紙

づくりに努めました。 

続きまして、第３目 財政管理費です。ふるさと納税事務や財務書類４表の作成など

に要する費用の支出が主な内容となっています。はじめに、財務書類４表の作成では、

平成２９年度決算に係る財務書類として、一般会計と、特別会計や公営企業会計などの

関連する会計を含めた連結分を作成し、公表いたしました。６４ページをお願いいたし

ます。ふるさと納税事務では、本町へのさらなる寄附の促進をはかるため、前年に引き

続き、インターネット申込が可能なふるさと納税ポータルサイトを活用するとともに、

新たに２つのサイトの活用をはじめました。また、ふるさと納税の制度変更への対忚と

して、総務省から昨年１０月に友好都市等の特産物は地場産品の対象外となる等の見解

が新たに示されたことから、１１月１日以降、友好都市等の返礼品の提供を取りやめる

とともに、今年度において、平成３１年度地方税制改正に伴い、ふるさと納税の受入対

象自治体を総務大臣が指定する制度となり、令和元年６月１日から、地場産品の基準等

の制度運用が厳格化されております。本町におきましても、新制度の範囲内での積極的

な活用に努めているところでございます。平成３０年度の受入額は、制度変更の影響で

返礼品の品数が減ったことなどにより、前年度と比較して、３割強減の６１９件、７３

３万１，３４７円となっております。 

続きまして、第４目 会計管理費です。源泉徴収票等の郵送や歳入歳出決算書の印刷、

窓口収入手数料などに要する費用の支出が主な内容となっています。 

続きまして、６５ページの第５目 財産管理費です。役場庁舎の維持管理、基金の運

用、普通財産の管理などに要する費用の支出が主な内容となっております。はじめに、

上から３つ目の普通財産の管理では、利活用の見込みの低い町有地の処分について、平

成２５年度から一般競争入札による売払いを順次すすめています。平成３０年度では、

新たに、龍田单２丁目地内土地、龍田单６丁目地内の追手西団地跡地及び興留５丁目地

内の代替用地の３物件について、一般競争入札による売却をすすめ、３物件すべて処分

いたしました。６６ページをお願いいたします。基金の管理・活用」では、平成３０年
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度から２か年事業で実施している小中学校空調設備の整備に要する費用に充てるため、

財政調整基金から７，６７９万５千円を取崩しいたしました。次に、役場庁舎の充実で

は、役場庁舎１階の身体障害者用トイレについて、おむつ替え用のベビーシートやオス

トメイト対忚設備等を整備し、多目的トイレとして改修いたしました。次に、公共施設

の電気調達では、平成３１年４月以降の２年間の電気調達について、新たに、いかるが

ホールと生き生きプラザ斑鳩の２施設を追加した全１５施設で、一般競争入札を実施し、

現在、中部電力株式会社から供給を受けているところでございます。 

続きまして、６７ページの第６目 企画費であります。男女共同参画社会の推進、事

務のＯＡ化の推進、文化振興財団の支援、いかるがホールの維持管理・運営と充実、聖

徳太子１４００年御遠忌記念事業の実施などに要する費用の支出が主な内容となってい

ます。はじめに、聖徳太子１４００年御遠忌記念事業の実施では、２０２１年の１４０

０年御遠忌に向けた記念事業として、平成３０年度では２月２２日と２３日の２日間、

法隆寺参道において、あかりを灯す、和のあかりプロジェクトを実施しました。 

次に、文化振興センターの充実では、大ホール及び小ホール系統の空調設備の更新工

事を実施いたしました。本工事にあたっては、将来的な費用を含め再検討し、熱源を当

初計画していた電気式に変更せずに、現行の重油式で継続することといたしました。６

９ページをお願いいたします。一番下の事務のＯＡ化の推進では、各公共施設間の光回

線ネットワークの維持管理や総合行政情報システムにクラウドを活用するなど日常業務

の効率化をはかっています。平成３０年度では、役場周辺地域で災害等が発生した場合

を想定し、住基ネットや各種クラウドサービスに接続するための県内光回線網である大

和路情報ハイウェイへの接続回線の複線化工事を実施いたしました。また、社会保障・

税番号制度の運用における個人番号の適切な管理のために、特定個人情報安全管理措置

の作成を進めました。７０ページをお願いいたします。第５次斑鳩町総合計画の策定で

は、新たな総合計画の策定に向けてまちづくりアンケート調査を行いました。 

続きまして、７２ページにお移りいただきたいと思います。第１０目 防犯対策費で

す。自治会防犯灯の新設及び維持管理等への助成、地域防犯体制の充実、防犯カメラの

設置、消防団による年末警戒活動の実施などに要する費用の支出が主な内容となってい

ます。７３ページをお願いいたします。一番下の防犯カメラの設置では、犯罪を未然に

防ぐ犯罪の抑止と、万が一、犯罪が発生してしまった場合における犯罪の早期解決を目

的として、通学路等の街頭に、平成３０年度では新たに４台の防犯カメラを設置し、合

計１４台の防犯カメラを運用しております。 



 - 24 - 

７６ページにお移りいただきたいと思います。第２項 徴税費でございます。はじめ

に、第１目 税務総務費ですが、職員人件費、臨時職員の雇用などに要する費用の支出

が主な内容となっております。続きまして、第２目 賦課徴収費です。町税の賦課徴収

事務、町税の過誤納償還金、公金収納の手数料などの支出が主な内容となっております。

はじめに、課税客体の適正な把握と町税徴収率の向上では、滞納処分の実施として、町

県民税及び固定資産税償却資産の未申告者に対する申告指導等により、課税の適正化を

はかるとともに、滞納整理の早期着手と、誠意のない滞納者に対します滞納処分等、関

係法令等に基づき、厳格かつ効率的な徴収事務をすすめ、税負担の公平性と公正性を確

保し、町税の収入確保に努めております。平成３０年度の滞納処分の実施状況は、差押

が３６件、交付要求が１２件の合計４８件、滞納額が７４０万３千円について処分を行

いました。このうち、換価または配当があったものは３６件で、金額にして３４３万３

千円となっております。７７ページをお願いいたします。町税の収納状況でございます。

上段に現年分、下段に滞納繰越分の状況についてとりまとめを行っております。平成３

０年度の町税収納率は、現年分が、上段の表の一番下の右の欄でございますが、前年度

と比較して０．１ポイント増の９９．４％となっております。滞納繰越分は、下段の表

の一番下の右の欄でございますが、前年度と比較して３．１ポイント増の３０．９％と

なっております。７９ページをお願いいたします。不納欠損処分の状況です。平成３０

年度の不納欠損処分は、一番下の行でありますが、実人数３３人、延べ件数４９件で、

不納欠損処分額は１５２万３，５８３円となっております。 

８３ページにお移りいただきたいと思います。第４項 選挙費でございます。はじめ

に、第１目 選挙管理委員会費ですが、選挙人名簿の定時登録や選挙時登録など委員会

の開催運営に要する費用を支出しております。続きまして、第２目 常時啓発費です。

選挙への関心を高め、公正な選挙が行われるよう選挙啓発の推進に要する費用となって

おります。続きまして、第３目 奈良県知事・議会議員選挙費です。平成３１年４月７

日執行の奈良県知事・議会議員選挙の執行に要する準備費用となっております。続きま

して、８４ページをお願いいたします。第４目 斑鳩町議会議員選挙費です。平成３１

年４月２１日執行の斑鳩町議会議員選挙の執行に要する準備費用となっております。 

８５ページをお願いいたします。第５項 統計調査費です。平成３０年度におけるま

ちづくり政策課が所管する基幹統計調査は、いずれも、平成３０年の工業統計調査、住

宅・土地統計調査、経済センサスとなっております。 

次に、第６項 監査委員費です。毎月の例月出納検査、一般会計・各特別会計及び水
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道事業会計、下水道事業会計の決算審査と財政健全化審査、また、定期監査を実施して

いただきました。さらに、財政援助団体等監査として、斑鳩町商工会の監査を実施して

いただいたところでございます。 

以上で、第２款 総務費のうち、総務部及び会計室が所管します、主な施策の実施内

容につきましての説明といたします。 

何とぞ、よろしくご審議賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。 

○伴委員長 暫時休憩します。 

  （ 午前１０時４９分 休憩 ） 

  （ 午前１０時５０分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

第２款 総務費について、質疑をお受けいたします。 

木澤委員。 

○木澤委員 そうしましたら、施策の成果報告書の５９ページ、コミュニティバスの実証

運行ということで、このときはまだ２台で運行していただいていますけども、料金は徴

収されて、料金収入２００万円と言っていただいていた分で、大体その金額で入ってる

んですけども、この間の議論でもですね、料金を徴収しないほうが利用率が上がって、

結果的に費用対効果としてはこちらのほうがいいんじゃないかという議論をさせていた

だいていたんですけども、以前、総務委員会でも１回確認しましたけども、料金という

のは必ず徴収しなければいけないのか、お尋ねしたいと思うんですけども。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 コミュニティバスの運賃に関するご質問でございます。現行、

道路運送法の中で、区分といたしまして乗合運行あるいは貸切運行ということで２区分

に法律上、分かれております。従前、無料で運行しておった際には貸切運行ということ

で道路運送法上の貸し切り運行の区分で運行をしておりました。その際には、法令上、

運用の中で無料での運賃無料という取り扱いはオーケーだということでございました。

平成２８年１０月の実証運行開始時の際に、無料で運行するのか、あるいは有料にさせ

ていただくのかという検討をさせていただく中で、当時、問題になっておりました高速

ツアーバスの関係がございました。それを受けまして、２６年４月に国のほうで運行基

準額いわゆる安全に運行できるようにということで基準額が設けられたところでござい

まして、２８年１０月からの実証運行の際に検討した結果、乗合運行ということで有料

化するほうが維持管理経費のほうが安価で済むというようなところもございました。そ
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れとあと、受益者負担という関係もございましたので、有料にさせていただいたという

ところでございまして、今の現行の法令上の規定から言いますと、必ず運賃は有料にし

ないといけないというふうになっているところでございますので、そういったことでご

理解いただければなと思います。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうすると、乗合バスということで規定すると、料金取らないといけないと、

もともとは貸切バスっていう形で運行してましたけど、乗合と貸切と今、維持費の関係

等についてはおっしゃっていただきましたけども、それだから貸切バスということにし

て無料化すると、そういう方法もあったのかなというふうに思いますけど、それは選択

肢としてはありなんですか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 具体的に検討した際の金額を申しあげますと、３１年度に新

たに２台から１台にする際にも委託料のほうの再積算といいますか、見積もりのし直し

をしておりまして、３１年度予算、今年度予算で１，９２０万円、運行委託料として上

げさせていただいております。これが貸切運行ということになりますと、約４００万円

増額の２，３００万円程度になるというところの試算結果も出たところでございまして、

先ほど、申しあげました受益者負担あるいは既存交通、奈良交通の路線バス等、走って

おりますので、そこらとの兼ね合いもございますので、そのまま引き続いて乗合運行と

いうことで有料でさせていただいたというところでございます。 

○伴委員長 巻総務部長。 

 尐し補足をさせていただきますと、財源の面でも無料になりますと、い

わゆる特別交付税ですね、これが算入できないことになりまして、一部でも有料でござ

いますと特別交付税の基礎数値のところで算入ができるということで、いくらかのそう

いった財政需要を見ていただけるというふうになっているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 特別交付税、いくらかのということですけども、はっきりとした金額は示さ

れないのかなと思いますけど、大体、どれくらいですか。 

○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 まず、算入の金額計算式がございまして、年間走行キロ数が７万６千程

度あるんですけども、それ掛ける３７６円という基準額がございます。ここから料金収

入等を差し引きまして、実際にかかった一般財源分の８割という基準額がございます。
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これが交付税で言いますと基準財政需要額にあたるものでございますので、この程度算

入される、最大限で見るとこの程度、算入されるというふうに考えております。計算し

ますと、２，１００万円程度になります。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうすると、もし貸切のほうにして運賃を取らないようにするというふうに

仮定したときに、その特別交付税が入ってこないのと、プラス料金収入がなくなるのと、

あと維持管理費が４００万円高くなる、合計すると３千万円近く負担がふえてしまうと

いうことで理解しといていいですか。 

○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 すみません。先ほどの補足なんですけれども、２，１００万円といいま

すのが３０年度の走行距離数で計算したものでございます。今年度は走行距離、およそ

６割程度となっておりますので、その６割程度で交付税の費用、一般財源の費用として

県のほうでは申請する見込みとなっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ここで今、運営の方針をどうするかという議論はできませんので確認だけさ

せていただきましたけども、また総務委員会でですね、やっぱり当時、そこまでちょっ

と説明を欲しかったなというふうに思いましたんで、こちらのほうも突っ込んであまり

聞けなかったというのもあるんですけども、今後ですね、１便にして運営していく中で、

また住民の皆さんからもいろいろ意見出るでしょうし、今後の方向性をどうしていこう

かというのは検討する時期がくるのかなというふうに思いますんで、それはまた担当の

総務常任委員会のほうでさせていただきたいと思います。 

そうしましたら続いてですね、その下のところの地域公共交通会議の運営なんですけ

ども、これは会議の開催をしたということで３００万円計上されてますけど、開催する

だけにしてはえらい金額が高いなと思うんですけど、内訳を教えてもらえますか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 地域公共交通会議の３００万円の執行額に関するご質問でご

ざいます。こちらのほうに関しましては、地域公共交通会議のほうでその運営支援とい

うことで民間のコンサルタントのほうに業務委託をしている分がございます。その分が

ございまして、内容といたしましては、コミュニティバスの利用データの整理分析、今

回も王寺駅に乗り入れでございましたりとか、あるいは運行の状況、あるいはお客様の

状況がどうなってるでございましたりとか、そういったことでご報告等、委員会のほう
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にもさせていただいてますけれども、そういったことで取りまとめをしていただいてい

る業務でございます。あと、昨年度で言いますと、６月に１，３００世帯を対象にアン

ケート調査、こちらの方も実施しておりますので、その取りまとめ等を含めてしていた

だいてます。また、実証運行計画の見直し、さらには公共交通会議の運営支援、会議自

体の運営支援といたしまして会議録の作成等々でございましたりとかいうことで業務委

託をしていると、その費用となっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。ありがとうございます。 

そしたらですね、次、成果報告書の６２ページなんですけども、人事評価制度の運用

というところで、９万５，０４０円ですかね、計上されてます。これについては、以前

からですね、斑鳩町、導入前には調査という形で、さらに法律で規定されてから導入と

いうことになってますけども、かねてより組合のほうからもですね、賃金には、給与に

は反映させないでほしいということで意見があって、町のほうとしてはその後ですね、

対忚というのはどういうふうにされているのか確認をしたいと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 人事評価制度の活用の関係でございます。まずは給与面というところの

お話でしたので、現在、斑鳩町におきましては人事評価の結果を昇格等の基礎資料とし

て活用をしておりますが、直接的に勤勉手当の額等への反映はしておりません。 

地方公務員法におきましては、人事評価を任用、給与、分限、その他の人事管理の基

礎として活用するものと規定をされておりまして、国を通じて県からは早期に勤勉手当

の額等への反映を行うようにというような、求められているような状況でございますこ

とから、今後、近隣の市町村の状況等も踏まえながら、こうした研修の実施も通じまし

て公平かつ適切な制度の構築というものを図ってまいりたいと考えております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 それは法律に基づいて運用しようというと、反映させなければいけないのか、

県からの指導はあると思うんですけども、そこはどう捉えたらいいんでしょうか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 法におきましては、人事管理の基礎という表現になっております。勤勉

手当につきましては、そういった評価をせずに漫然と支給していくとなりましたら違法

性の問題もあるというようなお話も聞いておりますので、そのような、この評価に基づ

いて適切に勤勉手当に反映してるというような形を町として説明責任がありますので、
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そのあたりを早急に構築したいということで考えています。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 法律でそうなっているんでしたらどうしようもないかなと思いますけども、

もしする際にもですね、きちっとやっぱり組合のほうにも意見聞いてですね、合意形成

を図れるような形で進めていただきたい、進めてほしいわけじゃないですけども、思い

ます。やっぱり職員さんの働きというのはですね、住民サービス全体にかかわってきま

すし、職員さんの士気が下がると費用対効果的には悪くなってしまいますので、その点

については十分考慮していただいて対忚していただきますようお願いしておきます。 

そうしましたら続いて、同じ６２ページの損害賠償請求訴訟事件についてです。これ

はここに計上されてますけど、こちらで聞かせてもらってよろしいでしょうか。 

○伴委員長  

 この件につきましては、町立幼稚園保育料の負担の軽減の一部適用漏れ

事案に関するものでございまして、総務管理費の中では着手金として６４万８千円を支

出したのみとなっておりますので、もし内容等でございましたら、所管のほうでお願い

したいかなと思います。以上です。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 この訴訟にかかわる経費として町がどれくらい支出されているのかというの

を確認したかったんですけども。最初の着手金としてはこの金額ですね。もしそれ以外

があるんだったら、また教育委員会のほうでお答えいただければと思いますので、ここ

ではそれだけ確認しておきます。 

そうしましたら次、成果報告書の６４ページなんですけども、ふるさと納税ですね、

この制度ができてから斑鳩町に入ってくる収入も上がったり下がったりしてますけども、

この近年の傾向でいいますと、収入のほうが下がってきてるんじゃないかなというふう

に思うんですけど、動向がどうなっているのかというのと、町としてどのような対策を

されているのか確認させていただきたいと思います。 

○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 動向につきましては、国のほうで、先ほど総務部長から説明もございま

したように、ふるさと納税のお礼の品の基準ですね、それが厳格化されてきていると。

かなり競争、全国的に激しいものがございましたので、それが国のほうで歯止めがかか

りつつある、そのひとつとしまして、この平成３０年度の１０月に友好都市等の特産物

が地場産品としてはみなさないと。その以前に、地場産品でないとお礼の品には追加で
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きないという基準がございまして、その地場産品の中身がかなり各自治体によって曖昧

であったという事情ございまして、その基準が１０月に友好都市は含みませんという国

からの明確な基準が出ましたので、この平成３０年度の１１月以降、友好都市の返礼品

を町の返礼品から除外しているというところでございます。それによりまして、平成３

０年度につきましては、その前年と比較しまして４００万円程度減の７３０万円となっ

たところでございます。この１１月以降、町の主力なお礼の品という友好都市の分が減

りましたので、こちらに、施策の成果のほうにも書いておりますように、ふるさと納税

の募集というのはインターネットが、今主流となっておりまして、そのサイト、年末に

なるとテレビとか見てますとかなりＣＭ等されてるとは思うんですけども、数々多くの

サイトがございますので、そのサイトを２つ追加して、今合計３つのサイトで運用させ

ていただいております。それによって３０年度につきましても何とか７３０万円、確保

ができたという状況になっております。今後の見込みにつきましては、この７３０万円

のうち町内の地場産品だけで言いますと、７２０万円、もうほぼこの３０年度が町内の

地場産品だけの実績となっておりまして、前年の２９年度ですと１，１４０万円程度の

中、町内の事業者のお礼の品といいますのが５１７万円程度でございますので、町内の

品だけで比べると５１７万円から７２０万円とふえている状況になっておりまして、こ

のような状況でございますので、できる限り町内の事業者の方に登録をいただきまして、

町のほうは登録していただいたその特産品をできるだけ全国の方に知っていただくよう

な周知の方法とか、ＰＲ方法を充実してまいりたいというふうに考えているところでご

ざいます。以上です。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 この制度が始まった直後というか、その後、どんどん言うてはるように競争

が激化してきてるということで、国が一定制限を設けて過度の競争にならないようにと

いう措置をとってこられてますけども。やっぱりお礼の品を皆見て、ふるさと納税をど

こにしようかって決めると思うんですけど、もともとはやっぱり趣旨っていうんですか、

については一極、東京一極に集中するようなものじゃなくて、やっぱりそこの町が発展

してほしいと思って寄附していただくというのが趣旨であるかなと思いますので、もち

ろんその返礼品は大事なんですけども、やっぱり斑鳩町というのはですね、日本の中で

も歴史もあって、さらに多くの観光客も訪れる町ですので、そういうところもしっかり

したアピールをしていただいて、寄附もいただけるような形で今後も取り組んでいただ

きたいと思いますので、お願いしておきます。 
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そうしましたら続きましてですね、成果報告書の６５ページなんですけども、役場の

来客用駐車場の管理ということで、これは４００万円程度、上がってますけど、黎明保

育園さんとの関係ですね、以前は東側の駐車場２０台借りて職員駐車場として利用され

ていたと思うんですけども、当時の決算委員会でしたかね、予算委員会かどっちか忘れ

ましたけど、近隣の民間のところにもそういう駐車場を貸しているところがあるので、

そっちのほうで確保してもらって、役場の駐車場は役場に来庁される方等に利用いただ

くべきじゃないかということで議会からも意見があったと思うんですけども、現在の契

約等の状況について、確認させていただけますか。 

○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 黎明保育園の駐車場の使用の関係でございますが、２９年度までにつき

ましては、黎明保育園の職員の方の駐車場として２０台お貸ししてて、その分使用料を

いただいていたという状況がございますが、それにつきましては町有地でありまして、

なおかつ所有されている方が特定の区画をそのほかの方にお貸しするということについ

てよく思っていないというのもございまして、そういうお言葉もいただきまして、黎明

保育園側に特定の区画をお貸しするというようなことは取りやめております。３０年度

以降につきましては、職員の方につきましては近隣の民間の駐車場をお借りいただいて、

送迎用の方につきましては近隣の駐車場と言いましても保育園からはちょっと離れたと

ころでございますので、保育園の前に停められるとあそこは交通事故等、懸念されると

ころでございますので、送迎用の駐車場としては東側の駐車場は使っていただいている

というような状況になっております。ただ、費用面としましては職員駐車場として使わ

れているときにつきましては、使用料をいただいていたんですけども、現在につきまし

ては町の駐車場でございますので、町の維持管理経費がかかっております。その費用の

半分程度をご負担いただくということで、３０年度につきましては年間３５万円をご負

担いただいて、送迎を中心としてご利用いただいているというところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 普通財産なので確かに貸すことはできるけども、おっしゃるようにやっぱり

それを町がそういうふうに貸してしまうのはどうかという意見もあるということですね。 

それと、維持管理に係る経費については、今、３０年度が３５万円とおっしゃいまし

たけど、これはきっちり年間経費の半分をいただいているということで、向こうさんと

話をされてるということでしょうか。 

○伴委員長 福居財政課長。 
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○福居財政課長 ３０年度につきましては黎明保育園側と話し合いをいたしまして、３０

年度に実際かかった経費の分について５０％負担いただいたところでございます。今年

度につきましては、アスファルト舗装した分もございますので、その分を合わせまして、

全額を当該年度でまとめてというわけではないんですけども、今後、使用貸借契約、東

側の駐車場につきましては９年間残っておりますので、９年間で割りまして、年間の負

担金として５０％程度求めてまいりたいと考えているところでございます。以上です。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 もともと黎明保育園ですね、斑鳩町で保育園が足りないということで、当初

は町のほうが誘致して来ていただいたというのがあるんですけども。その後、経営状況

については入園児さんもふえてきて無償で土地とかお貸ししてきた分もきっちりいただ

くようになってきてますので、さらにですね、保育園の送迎のときに東側の駐車場を利

用されますけども、その利用していただいている状況も、やっぱり役場本来であれば、

役場にお越しいただいた方に使っていただく分ですので、あまり送り迎えの車ばっかり

がふえて来庁者の方が使えないということになると、またこれもまずいとは思いますけ

ども、そこら辺のところ状況を見ながらですね、今後も黎明保育園さんと交渉していた

だいて、きちっと役場の駐車場としても確保していけるような形でですね、運営してい

っていただきたいと思います。 

○伴委員長 今答弁で、「使用貸借」とちょっと聞こえた。賃貸借じゃなくて「使用貸

借」と聞こえたんですが、使用貸借９年間と、これなってくると、使用貸借というのは

基本的に無償というような感じなんやけど、これはそういうような形で東側の駐車場と

契約、黎明さんと当初からなってたんかな。 

福居財政課長。 

○福居財政課長 ちょっと言葉足らずで申しわけございません。土地の使用貸借契約につ

きましては、土地の所有者との契約でございまして、町と東側の土地の所有者と２０年

の契約をしております。平成２０年に契約しておりますので２０年間、令和１０年です

ね、令和１０年まであと９年間残っているというところでございます。黎明保育園とは

東側駐車場につきましては、使用貸借契約というのは、その職員駐車場として使用され

たときのみでございまして、現在のところはそういった契約は締結していないところで

ございます。 

○伴委員長 了解です。すみません、さえぎって。 

木澤委員。 
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○木澤委員 そしたら続いてですね、成果報告書の６７ページですけども、これまあ、文

化振興センターの充実というところで、いかるがホールの空調設備の更新工事ですね、

もともとこれ予算で１億５千万円ぐらい上がっていたと思うんですけども、非常にこう

やってみると安価にできた、非常に費用については抑えることができたというので、こ

れはすごいよく頑張っていただいているなあというふうに思うんですけども、再検討さ

れたということで新たに方式等についても変更されたということですが、どういうきっ

かけというか、中身をどういう議論をされて再検討に至ったのかなと。当時ね、町長が

かわったところで、町長の方針としてということなのか、その辺のところもちょっとお

聞かせいただきたいなと思うんですけど。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 いかるがホールの空調設備の更新工事の関係でございます。

こちらに関しましては、当初、もともとが２０年経っておりまして空調設備の老朽化と

いうことで、エネルギー効率を優先をさせて重油から電気方式にかえるということで、

今おっしゃっていただきましたように、３０年度予算として１億８千万円、当初予算と

して上げさせていただいておったと。ただ、１億８千万円はかなり高額な額になります

ので、今おっしゃっていただいたように町長がかわったというようなところもございま

して、引き続いて検討を行ったところでございます。その中では、今申しあげましたエ

ネルギーの消費効率の改善のみに限らず初期投資、いわゆるいかるがホールの建設時に

投資をいたしました、整備をいたしました重油タンク、これを継続して使用することに

よります経費効果、このあたりも含めて更新費用、維持経費、さらには施設の耐用年数

等々も総合的に勘案をいたしまして、工事内容について再検討をさせていただいたとこ

ろでございます。この検討の中で、既存の重油タンクを今後２０年使用した場合、工事

費あるいはランニングコスト合わせた予想経費が電気式で更新をさせていただく場合の

予想経費を下回るということになりましたことから、熱源方式を従来の重油のまま継続

するということで方針転換をさせていただいたところでございます。なお、方針転換に

伴います工事価格といたしまして、予定価格が１億１，６００万円減の約６，４００万

円。まず、予定価格の段階で１億１，６００万円下がっております。また、入札をさせ

ていただきまして、１０社によります指名競争入札ということでさせていただいたんで

すけれども、７社から忚札がございまして、このあたりは競争原理といいますか市場原

理が働いたものと考えておりますけれども、落札率のほうが４５．１４％ということで、

決算額２，８９４万４千円、この額で工事が実施できたというところでございます。 
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○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これ、今回こういうふうに非常に安価に費用を抑えていただいたというとこ

ろで、できたらですね、ほかの入札関係っていうんですかね、そうしたところも常に検

討はされているとは思うんですけども、やはりもっとやっぱりいい方法はないのかとか、

そういったところを進めていただくのに、今回は非常にいい実例ができたなというふう

に思いましたので、この点については、ほかの入札の改革なんかもされていますけども、

できるだけやっぱり町民の皆さんの税金ですので、尐ない費用で最大の効果が得られる

ようにということで、再検討というんですかね、これについてはほかの部分についても

広げていっていただきたいなと思いますので、お願いしておきたいと思います。 

成果報告書の７６ページですけども、賦課徴収費のところ、町税については滞納、こ

こに差し押さえとかいろいろ件数は書いていただいてますけども、どうしても町税は滞

納が出てくるものですけども、住民の皆さんにどうしたら納めていただけるのかという

ことについては丁寧な対忚が必要ですし、町としてもこれまでやってきていただいてい

るとは思うんですけども。先日、税務課のほうでお聞きすると、以前ですね、夜間休日

で窓口を設けて滞納相談されていたかと思うんですけども、何か今聞くと、それをやっ

ていないようにお聞きしたんですけども、そこはどうなっているんでしょうか。 

○伴委員長 真弓税務課長。 

○真弓税務課長 税務課のほうでは、これまでも日程を決めての夜間休日相談、こういう

相談というのは実施していないところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 以前、国保税のほうですかね、のほうでされていたということですね。じゃ

あ、そのことは国保の特会のところで聞こうと思いますけど、町税の滞納相談で住民さ

んのほうからですね、平日、庁舎が５時までしかやってませんので、その時間帯では行

けないよという相談があったときなんかは、どういう対忚をされてるんでしょうか。 

○伴委員長 真弓税務課長。 

○真弓税務課長 現在、文書催告を中心に個別に対忚をしているところではございますけ

れども、当然、夜間でないと来られないという場合もございます。そうした場合には、

基本的にはできる限り滞納者のご都合に合うように対忚しているところでございます。

どうしてもそれでも来庁するのが難しいという方も当然出てまいります。そういった場

合には状況に忚じてとはなりますけども、電話ですとか郵送ですとか、例えば、資料関

係いただきたいなどはメール等でも対忚しまして、臨機忚変に対忚しているところでご



 - 35 - 

ざいます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 柔軟に対忚していただければと思うんですけども、やっぱり住民の皆さんで

すね、なかなか仕事等があったら来れないのもありますし、さらに滞納されている方み

ずから窓口に来ていただくというのも非常に難しいとは思いますので、心情的に。でき

るだけやっぱり住民さんが来やすいような体制づくりと、働きかけですね、については

今後もお願いしたいと思います。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ６０ページのところにですね、地域集会所施設整備等の支援ということであ

りまして、ここに補助金交付件数が書かれてますけども、これについて見直しというん

ですかね、今の時代に合わせたような見直しをできないのか。今、質問してもいいのか

どうか、ちょっとわからないですけども、見直しできないものかなというふうには思う

んです。例えばですね、自治会で集会所等、管理しておりますし、また公園等も管理し

ておりますということで、今ですと公園の草がですね、月１回くらい刈らないと生えて

きて子どもが遊びづらいということで、私たちの自治会でも月１回くらい草刈りをして

おります。そんな関係ですと、やはり草刈機がすぐ消耗してしまう。それから草刈り機

を使うと事故が起こりやすくて、けがをしても困るので、そうしたらもっと簡卖な草刈

り機、もっと使いやすい草刈り機を使いたいと思いますが、その辺の補助金とかですね。 

それから、今、地域で見守りだとか、それから地域の絆だとかコミュニケーションづ

くりだとか、そういう面で地域の集会所を使いまして、例えば、ＤＶＤを見たりそうい

う機会が多くなってきてますので、そしたら、今、備品としまして机、いす、テレビ、

冷蔵庫に限られてますけども、この中に例えばビデオデッキだとか、そういうものも含

めて、地域から見た使いやすさというか、これはやっぱり自治会の加入率が減っている

ということもありますので、そういう加入率をふやす方向でも検討できないものかなと

思いますけども、その辺の方向を教えてもらえればありがたいなと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 こちらの地域集会所施設整備等補助金については、やはりもともとの考

え方としては集会所の整備という部分で補助金の規定があるものでございます。この補

助金につきましては現在、３分の２の補助率ということで非常に高くなってございます。

ですので、維持管理について、今後やっていくということになりましたら、この整備自

体についてどうしていくのかというような議論もまた必要になってこようかということ
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と考えておりますのと、備品につきましても、現在、机、いす、テレビ、冷蔵庫という

ことで活動に必要最小限度のものにとどめております。現在、ビデオデッキであったり

ブルーレイレコーダーというような新しいものも出てきておりますが、そのあたりまた

広げていくとなりますと、どこまで広げていくのかどうかというような問題もございま

す。こうしたことから、そのあたりは自治会様のお話を聞かせていただきながら、引き

続き、検討をしていきたいということで考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ぜひ、ご検討をお願いしたいと思います。 

それから次に、６１ページですけども、参加と協働のまちづくりの推進でございます

けれども、今現在ですね、協働のまちづくり推進ということで、公募で新しく提案団体、

４団体、昨年、３０年度あったということですけども、これは尐しずつ減尐しているよ

うな傾向もありますし、のと合わせまして、既存の団体がやはりだんだん毎年、１年ず

つ高齢になってきておりますし、また、定年が６０歳から６５歳になりつつありまして、

だんだんボランティアをするという方が尐なくなってきておりますので、既存の団体も

尐しずつ何か活力がなくなってきたり、それから団体を廃止したりというふうな方向に

進んでいるように思います。そういう関係で、もっと新しい協働のまちづくり、新しい

団体をつくるというのはもっともなんですけども、既存の団体にももっと目を向けて忚

援するような取り組みをお願いできないかなというふうなことで、町の方針というんで

すかね、方向性をお伺いしたいと思います。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 協働のまちづくりの活動提案事業の補助金の関係かと思いま

す。確かにおっしゃっていただいておりますように、補助団体数といたしましては２８

年度が１１団体、２９年度が９団体、３０年度が７団体と、このようになっております。

当該補助金に関しましては、事業の立ち上げの際のスタートダッシュを忚援させていた

だくと、新たな事業や団体が生まれることを支援する、いわゆるインセンティブが目的

の補助事業となっているところでございます。このことから事業を立ち上げ後の３年間

の補助とさせていただいているところでございまして、それ以降の団体さんへの支援と

いうことになりますと、今、おっしゃっていただいたような現状とか状況、個々あろう

かと思いますので、そのあたり十分、踏まえながら、どういった形での行政あるいは住

民の方との協働を進めていくべきなのかというところは先進地事例等も参考にしながら、

調査研究をしてまいりたいなと、このように考えております。 
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○伴委員長 ちょっと委員の質問に、ちょっと私のほうから。 

先ほどの地域集会所、ちょっと今、考えておったんですが、たしか私、こちらのほう

に寄せていただいたとき、まだ２分の１、基本的に備品も新築も２分の１で、そのとき

に、新しい委員さんもおられるので聞いてほしいんですが、なかなか過去１０年間とか

で新築されているとことかが非常に尐なかった。やっぱり資金的に、自治会の資金とい

うと、２分の１だと土地も絡んでくるし、そしてまた、まして建物となってきたらでき

ないということで、議会のほうから無理を言って３分の２という形で上げていただいて、

そして、ずっとそれによって相当、町内各地で新築の集会所が建築されたように私は思

います。しようとされているところはなってきてると。 

そして、それで結局、なぜこんな話をしますというのが、やっぱり予算編成にこれは

かかわることやということで、結局、これ３０年度を見ますと新築はゼロなんですね。

これがもし、ある程度、建てようとされているところが、財政的に、非常に監査委員も

申されていたように、これから超高齢化社会を迎える中で、どういうように財政をやっ

ていくかと。確かにコミュニティというのは非常に大事なんですね。だけど、もうこの

３分の２自体が維持できるんか、１件当たりすごい金額になりますわな。そのあたりお

聞きしたい。すみません、質問をさえぎるんですが、ちょっとお聞きしたいんですが。 

 

部長 委員長、ご質問のいわゆる今後、高齢化社会が膨らむ中で、それぞれの

負担がそれらの需要のところにいって、今までの３分の２が維持できるのかどうかとい

うご質問だと思うんですけど。委員長が言われるとおり、やはり今後、尐子化・高齢化

のほうにますます需要が膨らんでいくと思うんですわ。そうした中で、今の一般財源が、

例えば、この地域集会所施設整備補助金の３分の２補助がそのままいけるかなといった

ら、やっぱりかなり難しい部分が出てくるんだろうというふうに思います。例えば、こ

れが今、３分の２になってるんですけども、２分の１に向かわんなあかん状況も考えら

れるのではないかと思っているところであって、ただ、町としては今の制度は限りなく、

この制度は行きたいんですけども、そういった状況にもなるという形も想定しながら、

財政運営を進めていきたいと考えているところでございます。以上です。 

○伴委員長 わかりました。 

では、齋藤委員、続けてください。 

○斎藤委員 先ほどですね、まちづくり政策課長のほうから、新しい団体は要するに呼び

水ですという話ありましたですけども、それはもちろん呼び水ということで十分だと思
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ってます。立ち上げた団体から３年では尐ないから５年にしてくださいという意見もあ

りますけども、私はもう３年で十分だと思います。それ以降は、各団体がそれぞれ努力

してやっていけるように頑張っていただきたいなと思いますけども。私がお願いしたい

のは、既存の団体がだんだん衰退してる。メンバーが例えば、だんだん減ってきている。

そのうちにもうなくなってしまうということになりますと、何か新しい団体ができても

こっちのほうが減っていったのでは、全体としての協働の活力というんですかね、町と

一緒になって協働でやろうというその活力が減ってくるんじゃないかなという懸念があ

りましたもので、資金援助とかいうんじゃなくてね、もっと既存の団体にも目を向けて、

この協働のまちづくりというものをですね、運営していただきたいなあというふうな趣

旨でお願いしたというか、質問させてもらったところなんです。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 今おっしゃっていただいたような状況のほうも、十分踏まえ

させていただきまして、また団体の方の住民活動センター等にもご意見等もあろうかと

思いますので、そこらを十分勘案をさせていただきながら、今後の協働のまちづくりの

あり方といいますか、どういった形で、おっしゃっていただいております団体のほう、

行政として支援していけるのか、そのあたり調査研究させていただけたらなと思います。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ありがとうございました。６３ページのところにホームページの充実という

のがございますけども、アクセス件数が２６万件とありますけどね、いつも気になりま

すのが、アクセスしますと、最後に「役立ちましたか」とか「見つけやすかったです

か」とかという質問が、「ご意見をお知らせください」というふうな質問があるんです

けども、内容はわずかであっても、最後にその文言が入ってるのが、言葉足らずの、言

葉は悪いですけども、こんな尐ない内容に対して「お役立ちなりましたか」とかね、ど

うのこうのという、何か逆なでするような、というふうな言葉が気になるんですけども、

ほかの自治体も見ますとそういう文言が入ってるんですね。それはもう何かそういう仕

組みになってるのか、もしくはそれに対する意見がどれくらいあるのか。できるんだっ

たら、もうそれは除いたほうがいいんじゃないかなあというふうな意見なんですけども、

その辺のところを教えてもらえたらありがたいと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 現在、その「このページは見つけにくかったか、見つけやすかったか」

というのは、今、使っておりますホームページのシステム上、表示されるものでござい
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まして、個別にちょっとなかなかしていくのができるかどうかというのをちょっとここ

ですぐ申しあげることができないんですけども、やはりその見つけやすさというのはこ

ちらも指標として必要なものですので、今後もこういったご意見いただいたことを踏ま

えまして、適切な運用ということで努めてまいりたいと考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 それに対してご意見というのはありますか。「ご意見をお聞かせください」

というのが書いてますけど、もうひとつは「見つけやすかった、見つけにくかった、普

通」とかありますけども、意見というのは、返信というのはどの程度あるんでしょうか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 今、すみません、統計的にそういった意見が手元に来てるかどうかとい

うのはございませんが、ちょっと紹介する分が今、すみません、ございません。確認さ

せていただければと思います。 

○伴委員長 また、後でお願いします。 

齋藤委員。 

○斎藤委員 ありがとうございます。私はそんな気持ちでありますので、意見として言わ

せていただきます。ありがとうございます。 

続きまして、６４ページをお願いしたいと思います。先ほど、木澤委員が質問されて

おりましたふるさと納税の件ですけども、先ほどのお話でいきますと、２９年度は町内

のものが５１７万円、３０年度が７２０万円というお話をいただきましたけど、これは

町内の、人気があったから町内のものがふえたという理解もありますけども、逆に、協

定を結んでいるところがなくなったので、言葉は悪いですけども、斑鳩町のためにやり

たいと思うので協同でやってるところのものを減らしてやったからふえたんじゃないか

という、私はそう理解したんですけども。それはそれとしまして、やはりこのふるさと

納税というのは自主財産ですので、何とかふやしていきたいと。ふやせたらありがたい

なというふうに思ってるんですけども、いま、ふるさと納税の品物を見ますと、各業者

の方が提案したのかわかりませんですけども、そういうものが結構多いですので、もっ

と何か町が主導権を持って「これが斑鳩町の物やで」というふうなもの、あるいは私が

思うのは、竜田揚げとかね、これはもう斑鳩町のどこから見ても「斑鳩町は竜田揚げや

で」というものを何かこう、行政がもっと踏み込んで品物をできないものかなと思って、

このふるさと納税をもっと多くの方に利用してもらうような方法をできないかなと思っ

てますけども、町としてどのようなお考えか、教えてもらいたいと思います。 
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○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 まず、町内事業者のお礼の品がふえた要因なんですけれども、町内事業

者のお礼の品自体につきましては町内事業者が販売しているものでも、町内の製品、原

材料を使ってその町内の工場でつくったとか、かなり細かいところまで国に指定されて

おりまして、そういったところを満たすものとしましては、厳密に言うと減っていると

いうか登録から外しているものもある状態でございますので、ふえた要因としては町側

でふるさと納税の募集サイトをふやしたというところが大きな要因かと考えているとこ

ろでございます。あと、町が主導でお礼の品を開発してはどうかということなんですけ

れども、これにつきましても、竜田揚げにつきましてもね、その鶏がどこで生産された

ものかとかいうものもなってきますので、竜田揚げに関するものについては町の地場産

品としてはちょっと難しいのかなと考えているところでございます。今のところ、体験

型のものについては、町の特産品として扱ってもいいということもございますので、そ

ういった体験型についてここ最近、追加してきているところでございます。そういった

町に来ていただくようなものを今頑張って追加しているところでございます。以上です。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ありがとうございました。 

６７ページの聖徳太子１４００年御遠忌記念事業の実施というのがありましたですけ

ども、これは、私も見に行きましたですけどね、もうちょっと何かお客様に、来た人に

インパクトのあるような事業に今後やられるときにはしていただきたいなと思いました。

といいますのは、車で法隆寺の参道を通っても、「あれ、今日は休みかな。今日なかっ

たのかな。日にち、間違えたのかな」というくらいインパクトがなかったなと。大変、

失礼な言い方ですけどもありましたので、法隆寺さんとの折衝も難しいんでしょうけど

も、单大門の手前くらいまで、手前のスペースを使わせてもらうとか、それから参道を

もうちょっと明るいものでするとか、そのようなもので、やはりチラシをつくって、来

られたお客さんが「何やこれ」というふうなものでは、何かチラシのほうがイメージが

大きくて、来たお客さんが逆効果になるようなそんなチラシ、またこんな同じようなチ

ラシをつくっても、それだったらもうあの程度かというくらいに逆効果になるようなイ

ベントだったら残念だなと思いますので、やはりチラシは立派なんですけども、チラシ

に見合うようなイベントにしていただければありがたいなというふうに思います。 

特に、この１４００年御遠忌というのは１００年に１回ですから、ここはもうぜひ盛

り上げていただいてですね、やはり多くの方に１回法隆寺を見直していただくというか、



 - 41 - 

来ていただくような施策にしていただきたいなというふうな思いで、町のご意見という

か、方向性を教えてもらいたいと思います。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

〇本庄まちづくり課長 ご意見ありがとうございます。１４００年御遠忌「和のあかり」

に関しましては、町といたしましても昨年度より今年、今年よりも来年度というような

ことでステップアップできるような形で、おっしゃっていただいてますようにご来場、

見に来ていただいた方と一緒になって聖徳太子を偲べるようなイベントにしていきたい

なと思いますので、引き続き、ご理解とご協力のほうよろしくお願いをいたします。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ７３ページをお願いします。一番下のところに防犯カメラの設置がございま

すけども、これは令和元年度６台ということで、全部で２０台を設置されるということ

でございますけども、設置理由としましては、通学路を中心として設置したというふう

に聞いておりますけども、やはり今、犯罪があちこちで起きておりまして、テレビなん

かを見てますと、防犯カメラで犯人を追っていくような形になってきております。とい

うことで、斑鳩町にも町がつけた防犯カメラ以外にも各家庭、民家とかそれからコンビ

ニとか、つけた防犯カメラがあると思いますけども、２０台の設置では、もし犯罪が起

きたときにどの程度追えるのかという、犯人をですね、お考えなのか、ちょっと教えて

もらいたいなと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 防犯カメラで完全にその追跡を追うという目的で設置をしているわけで

はございませんで、まずは犯罪の抑止という問題と、あと起こった場合に、各町内の主

要拠点に置くことによりまして、早期解決というような考え方で置いております。です

ので、町の至るところになかなか防犯灯を町で設置していくということは費用的な問題

もあり難しいと考えておりまして、今おっしゃっていただいたような商店が設置してい

るものとかも活用しながら、警察としては犯罪捜査をされるということで認識をしてお

ります。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 先ほど、２０台でとりあえずおしまいというような考え、おっしゃったよう

に聞こえましたんですけども、これからもっとふやすというふうな意向というのはある

ものか、ないものか、検討される余地があるのかどうか教えてもらいたいと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 
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○仲村総務課長 町といたしましては、まず、警察とも相談いたしまして町内の２０か所

を設置すれば主要なところについては設置ができたものということで、今年度からにつ

きましては自治会等に対する防犯カメラの設置補助も行っているところでございまして、

こうした状況を勘案しながら、今後については検討してまいりたいと考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ７４ページをお願いします。空き家対策の実施とありますけども、ここでは

空き家の管理促進ということでやっておりますけども、だんだん高齢化が進んできて、

ひとり住まい、それから施設に入ったので空き家にしてしまうとか、それから亡くなっ

たのでとりあえずは空き家のままにしておくとか、空き家が尐しずつふえてきているよ

うな感じがします。そうしますと、庭木が茂ったり、それから家が老朽化して２階のベ

ランダが落ちてきたりとか、いろんなことでなってきておりますけども、そのようなと

ころのきめ細かい運営というか対策というんですか、私もどのようにしたらいいのかよ

くわかってない部分があるんですけども、その辺のところの町としてどのようにお考え

か、教えてもらいたいと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 空き家につきましては、適正な管理ということと空き家の活用という２

つの観点から、町といたしましては今対策を進めているところでございまして、適正管

理の促進といたしましては、こちら施策の成果の７４ページに書いてございますように、

所有者の啓発として固定資産税納税通知書に空き家の適正管理に関するチラシを封入い

たしまして、平時から空き家については適正な管理に努めていただくということを周知

させていただいたり、空き家相談会ということを開催をさせていただいて、こちらでＮ

ＰＯ法人空き家コンシェルジュと共催をいたしまして、活用の観点からも施策を行って

いるところでございます。また、問題のある空き家につきましては、住民の方々からの

通報等に基づきまして、それぞれ空き家の所有者または管理者のほうに文書等で指導を

しながら、その是正に努めておるという状況でございます。 

○伴委員長 溝部委員。 

○溝部委員 主要な施策の成果報告書の中の６１ページの真ん中の「住民活動センターの

運営」というところで、ちょっと教えていただきたいんですけれども、電話・メールと

いうのが２０４件というのがあるんですけども、これはどんな内容のメールとか電話と

いうのがくるのか教えていただきたいなと思うんですけども。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 
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○本庄まちづくり政策課長 住民活動センターにつきましては、住民活動の相談窓口とな

っておりまして、例えば、どういうふうな形で情報発信していったらいいのかなとか、

例えば、資金の調達の関係でございましたりとか、役場の関係課、こういったことを活

動していく上で相談したいんだというようなところで、関係課どこなんだといったよう

なことで、活動に当たっての相談がメインになっております。また、今回であれば、活

動提案事業の募集もこの８月の時点でさせていただいておりますけれども、そういった

形で新規で立ち上げようとされる場合には、当然そういった形の補助金の申請の方法で

ございましたりとか、そういったことのご相談もあるということで、今回こういう形で

件数として上げさせていただいているということでご理解いただければと思います。 

○伴委員長 溝部委員。 

○溝部委員 その中で、町として次に活かせるような内容とか、そういったものの分析と

いいますか、そういうことというのはあるんですかね。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 先ほど、協働のまちづくりの関係のご質問もございましたよ

うに、そこでいただいたご意見によりまして、今後の協働のまちづくりの進め方でござ

いましたりとかいったようなことで参考にはさせていただいているということでご理解

よろしくお願いいたします。 

続きまして、７０ページなんですけれども、一番上の「第５次斑鳩町総合計画の策

定」というところで、第５次斑鳩町総合計画の策定に向けたまちづくりアンケート調査

を行ったと。これ、アンケート結果を見せてもらったんですけども、年代によって返信

率の偏りというのがすごいあるかなあというふうに個人的には思うんですけれども、こ

れに対して返信率の低い年代に対して、今、たぶん２千件を無作為に送っているとおっ

しゃっていたと思うんですけども、返信率の低い年代に対して送るものをふやすとか、

そういうふうな計画といいますか、意向というのはありますでしょうか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 今現在、そういった形で今後のアンケートについて回収率の

関係もございますので、どういった形で住民の皆さんの意見を吸い上げていくかという

ようなことはおっしゃっていただいておる課題かなというふうに思いますので、今後の

アンケート調査に当たって、そういった工夫といいますか、ことをされている、それが

統計法上、適切なのかどうかというのもございますので、また引き続いて検討というか

調査していきたいなと、このように思います。 
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○伴委員長 溝部委員。 

○溝部委員 結構、項目がたくさんありますので、例えば、忙しい子育て世代の方とかで

すとなかなか答えられない、項目がたくさんあると思うので、例えば、インターネット

で返答するとか、あとは何かインセンティブというか報酬というか、答えてくれたら何

か渡すみたいな何かそういうものでちょっと促進があればいいかなというふうに個人的

には思っています。では、これで以上で、終わらせていただきます。 

○伴委員長 木澤委員。 

〇木澤委員 地域交流館のことについてですね、財政推計表の中にも６億円ということで

事業費が計上されてますけど、もともとは第４次総合計画の期間の中で４軒建設すると

いうことでこの間、進めてきてますけども、いよいよもう第５次のほうの総合計画に移

ろうとしてますけど、これについては今後、建設を継続して予算計上というんですかね、

見込んで進めていくのか、それかもう第４次総合計画が終わりますので、一旦切りにし

てちょっと整理をどういう形にするのかわかりませんけど、一旦、する必要があると思

うんです。そこのところは、町としてどういうふうに考えているのか、お聞かせいただ

きたいと思うんですけど。 

○伴委員長 総務部長。 

 委員、ご承知のとおり、地域交流館につきましては地域住民の多種多様

なコミュニティ活動を支援し、住民と行政の協働のまちづくりを推進するために広域的

な自治会を対象としたいわゆるコミュニティ施設でございます。計画には龍田地区に２

か所、法隆寺地区に１か所、興留地区に１か所の計４か所ですね、これを建てることが

先ほど委員おっしゃいましたとおり、第４次総合計画の中の後期実施計画の中で位置づ

けているところでございます。また、これら整備にあたりましては、財源の確保等の課

題もありますことも認識しておりまして、国や県の補助金・交付金の活用、また起債等

の調査をし町の財政状況も総合的に勘案しながら、議員の皆様にもご相談申しあげ対忚

してまいりたいというふうに考えているところでございます。以上です。 

○伴委員長 私のほうから。 

今、私の住んでいる地域からも要望書を出させていただいているような形になってお

ります。実際のところ今、部長がおっしゃっられたように財政がやっぱり絡んでくると。

だから、それに対してやはり国や県の、特に災害での補助。西のほう、私暮らしておる

んですが、非常に公共施設、観光会館もなくなり、非常に、西小学校というのが避難所

になっている、非常に災害の質によっては本当にそこでいけるのかなという不安を持ち
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ながら暮らしておると。ほかに行くところがないな。人口からいって西公民館とっても

入れる状況ではないだろうというような不安を持ちながら、なっておりますので、やっ

ぱり町に負担をかけるわけにもいかん。そやけど、実質必要性としたら非常に皆さん感

じておられるという状況ですので、うまく国や県のそういう資金を引っ張ってきていた

だいて考えていただければと、このように私のほうから要望しておきます。以上です。 

ほかにございませんか。 

溝部委員。 

○溝部委員 主要な施策の成果報告書の７４ページの、上の空き家対策の実施の２番目の

老朽危険空き家の除却というところで、平成３０年度が「実績なし」とあるんですけれ

ども、こちらはそういうことをする必要がなかったのか、それとも何か問題があって、

やりたくてもそれができなかったのかということ、教えていただけたらなと思います。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 こちらの老朽危険空き家の除却につきましては、都市整備課で事務のほ

うを執り行っておりますことから、後ほどご説明させていただけたらなと思います。 

○伴委員長 ほかにございませんか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第２款 総務費に対する質疑を終結いたします。 

午後１時まで休憩いたします。 

    （ 午後１２時００分 休憩 ） 

    （ 午後 １時００分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

  仲村総務課長。 

○仲村総務課長 午前中のほうで、齋藤委員の方からホームページの充実の関してご質問

があった関係で、ホームページの中で「ご意見をお聞かせください」ということについ

て、どの程度の回答があったかということについてでありますが、ホームページの一番

下のほうに、このページは役に立ちましたかという問いに対しまして、役に立った、ど

ちらともいえない、役に立たなかったの三択が、このページは見つけやすかったですか

に対しまして、見つけやすかった、どちらともいえない、見つけにくかった、この、そ

れぞれ三択で選んで回答ができるというシステムをとっておりまして、それぞれのコン

テンツごとにその統計ができるということになっております。 

ひとつご参考といたしまして、斑鳩町文化財活用センターについてのコンテンツで、
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今年の４月１日から８月３１日までの５か月間を例にとりますと、３０件の回答が寄せ

られているというところでございまして、町といたしましては、そのコンテンツごとに

役に立ったとか、そういうような、またページが見つけやすかったかどうかということ

の検証に役立ててまいりたいということで考えております。以上です。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ありがとうございました。 

○伴委員長 次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 

。 

 それでは、総務部が所管します、第６款 商工費に係る主な施策の実施

内容につきまして、ご説明いたします。失礼して、座らせていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１５５ページから１５９ページとなっています。１５５ペ

ージをお願いします。はじめに、１５５ページの第２目 商工業振興費ですが、商工会

の支援、斑鳩ブランド創造協議会の活動支援、創業の支援、商工業者債務保証料補給支

援などに要する費用の支出が主な内容となっています。商工会に対する支援では、地域

経済活性化のため地域振興事業、創業事業、経営革新への支援事業に取り組んでいる斑

鳩町商工会を引き続き財政面から支援しました。次に、斑鳩ブランド創造協議会の活動

支援では、斑鳩町商工会との協働により、聖徳太子１４００年御遠忌に向けて、新たな

観光資源を発展させるため、斑鳩ブランド２０１９として２１品目の商品・サービスの

認定を行いました。次に、創業支援センターの整備では、女性や障害者をはじめ、若者

や子育て世代など幅広い層の就業や創業を支援するため、創業支援センターふらっぴん

♪を平成３０年１０月１日に開設しました。次に、創業支援事業の実施では、観光・産

業の振興をはかるため、地方創生推進交付金を活用して、創業支援を総合的にすすめま

した。引き続き、創業支援相談を定期実施するとともに、創業支援セミナーや女性就業

支援セミナー等を開催いたしました。また、町卖独事業として、創業支援促進事業補助

を行い、この制度を利用して３件の新規創業がございました。 

続きまして、１５６ページの第３目 観光費です。歴史街道推進協議会など関係機関

との連携、観光協会の支援などに要する費用の支出が主な内容となっています。１５７

ページをお願いいたします。はじめに、上から１つ目の世界遺産を活かした観光の推進

では、文化庁の世界文化遺産活性化事業補助金を活用したＰＲ事業として、聖徳太子え

ほんや多言語ガイドブックの作成、首都圏セミナーの開催など、「世界文化遺産」地域

連携会議・斑鳩プロジェクトチームによる事業を実施いたしました。また、斑鳩町商工
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会が主催するいかるがマルシェや世界文化遺産登録２５周年を記念したライティング事

業を支援したところでございます。次に、聖徳太子広域ウォークの開催では、三郷町・

安堵町・王寺町と連携し、ＮＰＯ法人奈良県ウオーキング協会とともに、ウォーキング

イベントを実施し、２日間で、延べ約１，９００人に参加いただきました。 

次に、観光協会に対する支援では、町観光情報の発信と観光客誘致等に取り組んでい

る、斑鳩町観光協会を引き続き財政面から支援しました。 

続きまして、１５８ページの第４目 観光会館費です。観光会館につきましては、平

成３０年６月１８日に発生した大阪北部を震源とする地震により、外部支柱の一部が破

損する等の影響を受けたことから、利用者の安全を考慮し、使用を中止するとともに、

令和元年度において解体撤去することといたしました。 

続きまして、第５目 歴史街道ネットワーク事業費です。観光ルートサイン等の整備

やまちなか観光の推進などに要する費用の支出が主な内容となっております。はじめに、

観光ルートサイン等の整備では、本町の歴史的・文化的遺産や史跡などの観光資源を快

適に散策、回遊できるよう、社会資本整備総合交付金等を活用し、観光ルートサイン３

基を整備いたしました。次に、奈良盆地周遊型ウォークルートの整備では、奈良県との

協定による県内１４市町をつなぐウォークルートの整備として、平成３０年度では、ル

ートサインの製作・設置等を検討するための詳細設計を行いました。１５９ページをお

願いいたします。まちなか観光の推進では、マルシェ・宿泊施設等事業者誘致事業によ

り事業者を募集し、優先交渉権者に決定した、株式会社呉竹荘と平成３０年１２月１２

日に基本協定を締結いたしました。 

続きまして、第６目 ｉセンター・観光自動車駐車場管理運営費です。法隆寺ｉセン

ター及び観光自動車駐車場の維持管理・運営に要する費用となっています。 

以上で、第６款 商工費のうち、総務部が所管します、主な施策の実施内容につきま

しての説明といたします。何とぞよろしくご審議賜りますよう、お願い申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について質疑をお受けいたします。 

  木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の１５５ページですけども、創業支援事業の実施というところで、

支援相談していただいたり、あと創業促進事業補助制度ということで補助を３件してい

いただいてますけども、こちらは業種的にはどういったものになるのか教えていただき

たいと思います。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 
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○本庄まちづくり政策課長 この３件の業種でございます。不動産業１件、パソコン教室

印刷物製作ということで１件、また、美容院を１件、この３件となっているところでご

ざいます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これは創業支援という形でしていただいていますけど、定着率ですね、創業

しても、またすぐに畳んでしまってはるのか、頑張って続けていっていただいているの

かということ。あと、目標件数とか持ってはるんですかね、その辺も教えていただきた

いと思います。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 この３件に関しましては、引き続いて事業をやっていただい

ているというところでございます。あと、目標というところでございますけれども、１

０件程度を補助として、していきたいなというところで、昨年度、２９年度に７件して

おります。３０年度３件ということで、当初の目標は達成できているのかなと、このよ

うに認識をしているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これは今後もまた継続してやっていくというふうになってるんですね。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 創業支援に関しましては、平成３１年度、今年度から斑鳩町

まちあるき観光施設整備支援事業補助金制度ということで、内容のほうを一定、見直し

をさせていただいております。具体的な内容といいますか変更点といたしましては、ま

ず、対象地域のほうを法隆寺周辺特別用途地区、こちらのほうに限定をさせていただく

というのがまず１点でございます。それと、業種に関しましては、当然のことながらこ

の「特別用途地区で規制緩和している用途の業種に限定します」というところで、法隆

寺周辺の用途地区での創業を後押ししていきたいというところで見直しをさせていただ

いておりまして、あと、個別のことで言いますと、補助対象者に関しまして３０年度ま

での補助制度でございましたら、フランチャイズでございましたりとか、チェーンスト

アは対象外にしておりましたけれども、それもにぎわい観光ということで対象にさせて

いただきますとともに、補助率は上限１００万円、こちらのほうは特別用途地区に関し

ては変わらないんですけれども、内容といたしまして、事務所に係る賃借料をこちらの

方を月５万円、年間６０万円を上限として、これに関しても補助していくということで

補助対象の見直しもさせていただいているところでございます。 
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○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 確かそういう説明を受けたと思います。そのときにも確か申しあげたと思う

んですけども、一定、町として地区内に新たに創業支援するという考え方について、そ

れが悪いわけではないですけども、例えば、駅前の商店街だったりとか並松商店街なん

かもシャッター通りになってしまってるという声も多いですから、やっぱり、今進めて

いる分は進めてる分で構いませんけど、今後やっぱり検討していく中で、やっぱり町全

体でも必要じゃないかなという声もありますので、それについてはまた検討いただきた

いなと思います。ちなみに、さっき２９年度で７件というふうにおっしゃいましたけど、

その１０件がどういうエリアで創業されてるのか教えてもらえますか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 エリアで申しあげます。すみません、具体なエリアはあれな

んですけれども、３０年度の３件に関しましては特別用途地区、今、申しあげた用途地

区での開業はゼロ件になってます。２９年度では１件が特別用途地区での開業というこ

とで、７件中１件となっているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうしましたら、それはお願いしときます。 

次に、１５６ページなんですけども、観光客数ですね、これは２９年度から３０年度

にかけて人数が減ってるなあと。傾向的にだんだん減ってきてるのかなと思うんですけ

ども、斑鳩町は観光立町として発展していってほしいという住民さんの思いもすごい強

いですし、町としてもいろいろ施策について力を入れて取り組んでいただいていると思

いますけど、この観光客数が伸びていかないと、というのがひとつの指標になると思い

ますので、その動向と町の考え方をお聞かせいただけますか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 まず、観光客数の関係でございます。こちら、町のほうで観

光客数のほうを抑えさせていただいておりますけれども、その集計方法につきまして平

成２８年度からちょっと国の基準に基づきます集計方法に変えさせていただいておると

いう関係がございまして、２８年度と３０年度の比較ということで、まず、ご理解をい

ただきたいと思います。２８年度が推計観光客数といたしまして約１１０万人の方に来

町いただいております。平成３０年度が９８万４千人というところになっておりまして、

約１２万５千人、１１％ほどの減尐となっているところでございます。 

今後の観光行政というところでの町の考え方ということろでございますけれども、こ
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ちらに関しましては、ご存じのとおり、平成２６年の１月に斑鳩町歴史的風致維持向上

計画という計画が奈良県内で初ということでさせていただいております。また、今、創

業支援のところでもご答弁させていただきましたけれども、法隆寺周辺特別用途地区に

おける建築物の制限の緩和に関する条例ということで、平成２６年１０月１日施行で条

例を制定をさせていただいておりまして、いわゆるこれまでの拠点通過型から散策回遊

着地型ということで、よく滞在していただくというところで今まで進めてきたところで

ございまして、まず、これまでなかった宿泊施設、これに関しましては昨日、門前宿 

和空法隆寺さんのほうが開業いただいたと。また、来年、再来年の春には呉竹荘さん、

うちのほうの誘致事業の関係のほうも、これからいよいよ動き出すというところになっ

てまいりますので、そこのあたりで滞在していただく中で、新しい観光メニューでござ

いましたりとか、そういったところで観光協会あるいは民間の事業所さんとも協力をし

ながら、おもてなしというようなところもございますので、観光行政のほうを発展させ

ていきたいなと、このように考えているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 すみません、難しい話だと思うんですけど、観光客数についても、一定、目

標を持ってやっていただいてるんでしょうかね。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 こちらは平成２９年３月に斑鳩町観光戦略ということで計画

のほうをつくらせていただいておりまして、この時点で平成３１年度、今年度末の観光

客数の目標としては１５０万人ということで、当時は上げさせていただいておると、こ

のような状況でございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 当然、その計画ですね、私も出していただいて町の計画を持っていただいて

いるというのは承知してますし、やはりですね、そういう大きな目標を持って取り組ん

でいっていただいているというのは非常にいいことやというふうに思いますが、やっぱ

り現実との乖離がありますので、それについてはさらなる努力でですね、目標に向かっ

て進めていっていただきたいというふうに思います。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 すみません、町の観光施策という中で、回遊型ということで

滞在いただくというようなところで、先ほど、ご答弁させていただいたんですけれども、

今、県のほうも観光施策に関しまして力を入れていただいておりまして、この９月の３
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連休中にはなるんですけれども、奈良から法隆寺までの直通の高速バス、奈良交通のバ

スを走らせると、このようなことも聞いております。通常の路線バスでございましたら、

停留所数がかなりあるんですけれども、それを数か所の停留所に絞るような形で１時間

を切るようなそういった実証実験もすると。その結果を踏まえて、本格稼働するかどう

かという検討もされるというようなことも聞いておりますので、県とも協力もしながら、

観光行政のほうを進めていきたいなと、このように考えているところです。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 はい、わかりました。 

次、１５７ページですけども、世界遺産を活かした観光の推進ということで、去年は

史跡中宮寺跡の史跡公園を活用してマルシェをやっていただいて、それを補助するとい

う形で金額も計上していただいてますけど、あれ当日、すごいたくさんの人が来て、来

場されていたと思うんですけども、どれくらいの方が来場されて、その経済効果という

のはどれくらいあるのかというのは、町はどういうふうに見てはるんでしょうかね。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 まず、来場者数でございます。来場者数に関しましては、こ

ちら商工会さんのほうの事業で、その補助をさせていただいているといったようになり

ますけれども、確認をいたしますと約７千人の来場者の方があったということで報告を

いただいております。また、経済効果というところなんですけれども、こちらのほうも

一定、当日のマルシェでの支出額であったりとか売上額であったりとかというようなと

ころで、ちょっと算定は難しいというところではありましたけれども、約８００万円か

ら９００万円程度の経済効果としては見込めるのではないかということで、商工会さん

のほうには確認をさせていただいております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これについては今年度も予算計上されているかというふうに思いますけど、

企画しはるのは商工会さんのほうになるかと思います。大体、同じような形で推移して

いくことになるんでしょうか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 今現在、商工会青年部さんのほうで企画をさせていただいて

おりまして、予算といたしましては昨年度、おおむね２４０万円補助させていただいて

おったんですけれども、今年度は１７０万円ということで若干、補助金のほうは見直し

はさせていただいております。 
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○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 すみません、その金額が減ってるというのは、何か規模が縮小されるとかい

うことではないんですか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 大きな要因といたしましては、昨年度、予定しておりました

気球の関係でございますけれども、天候にかなり左右されるというようなこともござい

ますので、今年度はそれを実施しないというようなところでの補助金の算定ということ

で、ご理解いただければなと思います。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 総務委員会のほうでもですね、やっぱり史跡の管理も大事ですけど活用もし

っかりしていかないかんということで、マルシェをやっていただいてるのはひとつの活

用の形だというふうに思いますので、観光の面とも連携してですね、やっぱり斑鳩町に

史跡を見に来るだけじゃなくて、そういうイベントなんかも通じてですね、来ていただ

いて、やっぱり良さを知っていただくということの役に立つというんですかね、活動の

形になるかと思いますので、それにつきましては引き続き、また成功していけるような

形で町も協力のほうお願いします。 

それと１５８ページですけども、観光ルートサイン等の整備ということで、予算を計

上してこれ３か所設置していただいているかと思うんですけども、観光ルートサインの

整備の中に、例えば、法隆寺駅を降りて、法隆寺までだったら法隆寺までで「こっちで

すよ」という、ああいうのもつけていただけるのかなというふうに思ってたんですけど、

これ、３か所設置していただいているのは実際にはどういうものになるんでしょうか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 このルートサインでございます。こちらのほうは平成２８年

に斑鳩町観光案内サイン整備計画ということで、まち歩き観光の誘導に必要な、わかり

やすく歴史的町並みに調和する観光案内板あるいは解説サインなどを設置するというも

のでございます。平成３０年度に関しましては、施策の成果にあります３か所というこ

とでございますけれども、全体では２７か所を設置をする予定にしておりまして、まず

は法隆寺周辺地区からしてるということで、この３か所になっております。エリア的に

はＪＲの法隆寺駅等々も含まれておりますので、順次、予算等も勘案をしながら整備を

進めていけたらなと、このように考えているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 
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○木澤委員 設置していただいているのが、町内の観光マップが載ったようなものを設置

していただいているんですか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 昨年度、設置をいたしましたものを例に挙げさせていただき

ますと、町内の地図のところに観光の箇所を落とさせていただいて、そこまでの距離で

ございましたりとか、どういったものだという案内板、案内説明も含めて提示をさせて

いただいていると、そういったものでございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 １５８ページですけども、奈良盆地周遊型ウォークルートということで、こ

れは奈良市から斑鳩町にお客さんを呼ぶのにはいいんじゃないかなと思いますけども、

これは具体的にはいつくらいに完成して、どのようなものなのか教えていただけません

でしょうか。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 奈良盆地周遊型ウォークルートの整備に関するご質問でござ

います。このウォークルートに関しましては、平成２８年３月１８日に協定書を結んで

おります。県内の市町村、斑鳩町を含めまして１４市町村になっておりますけれども、

それと県を含めての協定書を結ばせていただいておりまして、市町村の境界を越えて歩

く奈良の基幹ウォークルートをループ状に設定する奈良県事業に参加をするというもの

でございます。昨年度は決算額２１０万６千円ということで、サイン製作・設置等を検

討するための詳細設計業務を実施をいたしまして、今年度、工事ということで７か所を

設置をいたします。ルート的には河合町側から入ってきまして郡山のほうへ抜けるとい

うかそのルートになりまして、今年度、７か所とも全て工事を、設置をしていくという

ことで既に発注もしているところでございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○斎藤委員 ありがとうございました。河合町から郡山に行って。 

○伴委員長 本庄まちづくり政策課長。 

○本庄まちづくり政策課長 河合町のほうから斑鳩町域に入ってまいりまして、斑鳩町域

を散策していただいて郡山のほうへ抜けるという、その案内板として７か所を設置をす

る計画を昨年度立てさせていただいて、もう既に今年度発注もさせていただいていると、

全て今年度に完了するというようなところで発注もかけさせていただいていると、この

ようなところでございます。 
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○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ありがとうございました。楽しみにしてます。 

○伴委員長 ほかに、ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第６款 商工費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第８款 消防費について、説明を求めます。 

。 

○ 総務部長 それでは、第８款 消防費に係る主な施策の実施内容につきましてご説

明いたします。失礼して座らせていただきます。主要な施策の成果報告書の１６９ペー

ジから１７２ページとなっております。１６９ページをお願いします。 

はじめに、第１目 常備消防費ですが、奈良県広域消防組合の運営に要する負担金と

なっております。続きまして、第２目 非常備消防費でございます。消防団の運営、消

防車両の管理、防災行政無線の管理、自衛消防団の支援などに要する費用の支出が主な

内容となっております。１７０ページをお願いします。上から３つ目の「消防団資機材

の充実」では、消防団活動の充実をはかるため、携帯用灯光器、ヘッドライト及び救助

用半長靴の更新を行いました。 

続きまして、第３目 消防施設費です。消防コミュニティセンターや法隆寺消防セン

ターなどの消防施設の維持管理、消防施設整備の支援、消火栓の充実、消防車両の更新

などに要する費用の支出が主な内容となっております。一番下の消防車両の更新では、

平成８年の配備後２２年が経過する第２分団輸送車について、更新取得いたしました。

続きまして、１７１ページの第４目 水防費です。水防活動及び平成３０年７月豪雤対

忚における消防団の水防手当等に要する費用となっております。 

続きまして、第５目 災害対策費です。災害物資の備蓄、地区別防災訓練の実施、防

災情報メール等の推進、自主防災組織の支援などに要する費用の支出が主な内容となっ

ています。はじめに、災害物資の備蓄では、災害物資備蓄品として非常食、粉ミルク、

毛布、災害用敷マット、ウェットティッシュを購入いたしました。１７２ページをお願

いいたします。地区別防災訓練の実施では、６月２４日に斑鳩町の主催で法隆寺单住宅、

法隆寺第１団地、和区自治会等６団体、約１７０人のご参加をいただき、大和川の氾濫

に備えた避難訓練を開催いたしました。また、１２月１８日に法隆寺境内において、法

隆寺及び斑鳩町の共催で、自主防災組織等２５団体、約１２０人のご参加をいただき、

防災訓練を実施いたしました。次に、防災情報メール等の推進では、防災情報メールの
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配信を行うとともに、携帯電話やスマートフォンを持っていない人、視覚障害者、聴覚

障害者などを対象として、防災情報メールで配信した防災情報と同じ内容の情報を、合

成音声による案内と、ＦＡＸによる文字での情報提供を行う、音声電話・ＦＡＸ配信サ

ービスを行いました。次に、自主防災組織の支援では、地域防災力の向上をはかるため、

自主防災組織の設立及び活動に要する費用に対し、補助金の交付を行いました。平成３

０年度では、新たに１団体において自主防災組織が設立されたところでございます。 

以上で、第８款 消防費に係る主な施策の実施内容につきましての説明といたします。

何とぞ、よろしくご審議賜りますよう、お願い申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第８款 消防費について質疑をお受けいたします。 

  木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の１７１ページですけども、災害物資の備蓄で、今回一般質問さ

れてましたけども、ミルクの関係ですね。今、粉ミルクを備蓄していただいてますけど

も、これっていうのは実際に災害時に避難された方とか、また避難訓練の時にですね、

実際にその物資を使ってミルクをつくってということはされたことはあるんですかね。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 粉ミルクにつきましては、実際の避難時においての使用実績はございま

せんが、災害の訓練時の提供ということで、申し出があった団体に対して粉ミルクを提

供した実績はございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 それは自治会等で自主的に訓練をされるという時に提供された、町の訓練と

かでは実際には使ってないんですかね。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 粉ミルクを使った訓練というのは実績ございません。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今回も一般質問なんか聞いてまして、保存期間については液体ミルクでも半

年とか１年とかいう形で伸びてきているけども、実際には粉ミルクの方が保存期間がま

だ１年半だということで、そのことを考えるとということで町は今は粉ミルクでいって

いると、液体ミルクについても検討するというふうにおっしゃってましたけども、実際

に使い勝手の問題がありますんで、だからいきなり入れ替えるということになるかどう

かわかりませんけど、まずちょっとサンプル的にいくつか取り寄せてみてですね、実際

にそういう訓練とかの時に使用してもらって、住民さんの意見も聞きながら、検討して
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いただくのがいいのかなと思いましたんで、お願いしておきたいと思います。 

  続いて１７２ページの地区別防災訓練の実施なんですけど、これは町が住民団体さん

と協力してやっていただいているものだと思うんですけど、これも以前に申しあげたと

思うんですけど、これ、大和川の氾濫に備えた避難訓練ということで、いかるがホール

で開催をされているんですね。実際に洪水、雤が大和川等が溢れるとなった時には、い

かるがホールは避難所には指定されていないと思いますので、指定されていないところ

で訓練やってしまうと実際に災害が起こった時に皆勘違いして、そこに避難されるんじ

ゃないかなという心配があるんで、やっぱり実際の避難所で避難訓練をするほうがいい

んじゃないかなと思うんですけど、そこはどう考えてはるんでしょうか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 今回、大和川の氾濫に備えた避難訓練において、いかるがホールを会場

としたということでございますが、この訓練に際しましては、平成３０年度の対象地区

となりました法隆寺单住宅、法隆寺第一団地、和区自治会、いずれも自主防災組織が組

織されていないというところでございまして、実際、浸水想定区域外が避難所となりま

す、斑鳩小学校であったり、中央公民館まで徒歩で避難するということになった場合、

自治会さん、防災士とも話し合いをした中で、ちょっとハードルが高いというか、参加

者の確保がやはり難しいのではないかという話になったこと。また６月２４日というこ

とで、暑さであったり、また雤天の場合の対忚、こういったものも懸念をされましたこ

とから、今回いかるがホールでさせていただいたということとなっております。なお、

訓練の冒頭では、職員の方から各参加者に対しまして、実際大雤の際におきましては、

浸水想定区域外である斑鳩小学校や中央公民館に避難をおこなっていただくこととなっ

て、いかるがホールというのは、大雤における避難所としては適さないということを説

明しているところでございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今、場所の選定の段階で、町がこれ決めてっていう形ではなくて、地元の方

とあと防災士さんですか、と相談しながら決めたということで理解してよろしいですか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 最終決定はもちろん町がいたしておりますが、防災士さん、また地元と

話し合う中での決定事項でございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そりゃ参加していただけなかったらっていうのは確かにあるとは思いますけ
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ども、そうですか、地元さんがそういうふうにおっしゃっていると、理解していただい

て進めているということで理解しておきます。 

○伴委員長 他にございませんか。 

  奥村委員。 

○奥村委員 同じく１７２ページの自主防災組織の支援ということですけれども、自主防

災組織、とても大事だと思うんですね、やはり公助というよりも今、自助といわれてお

りますし、どの家に誰が、どこに住んでて、どこで寝てはるかということも、やはり自

主防災組織でしっかりと検討していくということも大事だと思うんですけども、なかな

かふえていかないのが現実ではないのかなと思うんですけど、ふやしていくそういう方

策というのはどのようにお考えでしょうか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 自主防災組織のほう、なかなか平成３０年度も１団体増加となっており

ますが、まだまだ組織されていないところもございます。こうしたところに対してまし

ては、出前講座の実施であったり、先ほどの大和川の氾濫に備えた避難訓練、こうした

訓練を体験いただくとか、見に来ていただくとかいうことでその活動内容を知っていた

だくというような形でＰＲをしているところでございます。また、なかなか組織をどう

やって立ち上げたらいいのかわからない、規約をどうしてつくったらいいのかわからな

いというようなご相談もいただいているところにつきましては、職員のほうが随時ご相

談に忚じさせていただきまして、その設立を支援しているというところでございます。 

○伴委員長 奥村委員。 

○奥村委員 先日、防災食の調理のイベントをされておられましたですね、そこに参加さ

れた方が、やはり自分たちの自治会でも、それをやってみたいというご意見をおっしゃ

っておられたんですけども、すごく喜んでおられたんですけども、それをもう尐し町と

して大きく広げていくというようなことはできないでしょうか。 

○伴委員長 仲村総務課長。 

○仲村総務課長 先日９月７日土曜日に防災クッキングということで、新たな取り組みを

させていただきました。これにつきましては、いつもと違う視点で取り組んでいただく

ということで、開催をさせていただいたところでございまして、町といたしましてはさ

まざまな角度から防災を知ってもらって、それを地域の方でも役立ててもらう取り組み

ということを今後も検討しながら進めていきたいということで考えております。 

○伴委員長 他にございませんか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第８款 消防費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第１０款 災害復旧費、第１１款 公債費、第１２款 予備費について、あわ

せて説明を求めます。 

。 

 それでは、第１０款 災害復旧費、第１１款 公債費、第１２款 予備

費に係る主な施策の実施内容につきまして、あわせてご説明いたします。 

失礼して、座らせていただきます。主要な施策の成果報告書の２０６ページから２０

９ページとなっています。２０６ページをお願いします。 

第１０款 災害復旧費であります。災害復旧費の説明につきましては、各部局の実施

内容につきまして一括して、私のほうからご説明申しあげますが、質疑につきましては、

それぞれの部局の審査で行っていただきたく存じますので、お取り計らいのほど、よろ

しくお願い申しあげます。それでは、都市建設部が所管します、第１項 農林水産業施

設災害復旧費、第１目 農地災害復旧費で、平成３０年７月豪雤により龍田西１丁目地

内の農地の法面が崩れたことから、国の補助事業を活用して法面復旧工事を行いました。

２０７ページをお願いいたします。教育委員会事務局が所管します第３項 文教施設災

害復旧費、第２目 社会教育施設災害復旧費で、台風２１号により、中央公民館の屋根

瓦が破損したことから、復旧工事を行いました。 

２０８ページをお願いいたします。続きまして、第１１款 公債費です。平成３０年

度の町債の状況は、借入額が６億７，５３０万円、償還額が７億８，４５７万２千円と

なっております。この結果、町債残高は、前年度と比較して１億９２７万２千円減の８

８億８，９５４万２千円となっております。平成３０年度では、後年度の財政負担の軽

減をはかるため、当初予算で計上した町債のうち、地方交付税措置のない町債の一部に

ついて、決算剰余見込額により財源が確保できたことから、その借入れを見送っており

ます。町債の活用につきましては、将来にわたる財政負担を十分に考慮して、対忚して

まいりたいと考えております。 

２０９ページをお願いいたします。最後に、第１２款 予備費でございます。平成３

０年度では、緊急に対忚しなければならなかった台風２１号忚急対策に６１８万２千円、

損害賠償請求訴訟事件に６４万８千円、町営住宅緊急修繕に１２３万３千円、町営火葬

場高圧引込ケーブル修繕に８５万４千円、東老人憩の家給湯用ボイラー更新に２８０万

８千円、合計１，１７２万５千円を充用いたしました。 
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以上で、第１０款 災害復旧費、第１１款 公債費、第１２款 予備費に係る主な施

策の実施内容につきましてのご説明といたします。 

何とぞ、よろしくご審議賜りますよう、お願い申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第１０款 災害復旧費、第１１款 公債費、第１

２款 予備費について、質疑をお受けいたします。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） ） 

○伴委員長 これをもって、第１０款 災害復旧費、第１１款 公債費、第１２款 予備

費に対する質疑を終結いたします。 

以上で、総務部・会計室・議会事務局所管に係る決算についての審査を終わります。 

理事者入れ替えのため、午後２時００分まで休憩いたします。 

  （ 午後１時４２分 休憩 ） 

  （ 午後２時００分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

それでは、住民生活部所管に係る決算審査を行います。 

初めに、第２款 総務費について、説明を求めます。 

加藤住民生活部長。 

○加藤住民生活部長 それでは第２款 総務費のうち、住民生活部が所管いたします決算

の概要についてご説明をさせていただきます。着席して説明をさせていただきます。 

主要な施策の成果報告書５９ページをお願いたします。第１項 総務管理費 第１目 

一般管理費のうち、人権の擁護についてでございます。人権相談の実施では、町の人権

擁護委員により毎月１回開催を行いました。また、無料法律相談の実施の実施では、奈

良弁護士会の弁護士により毎月３回開催し、１８２件の相談を受け、問題解決の支援を

行いました。次に、６０ページからの住民と行政の協働によるまちづくりのうち、行政

相談の実施では、行政相談委員により毎月１回開催を行い、行政サービスや手続きに関

する相談を受け付け、相談者への助言や関係機関への通知などを行いました。 

次に、７１ページの第８目 交通安全対策費でございます。初めに、放置自転車の防

止についてでございます。ＪＲ法隆寺駅周辺の良好な生活環境を確保するため、放置防

止指導及び放置自転車等の移送、保管、引渡しを実施いたしました。次に、７２ページ、

第９目 自転車等駐車場運営費でございます。ＪＲ法隆寺駅北口自転車等駐車場の利用

状況は、平成３０年度では、一時預りで前年度より２，２３０台尐ない２０，４８９台、

また、月極めは前年度より１０５台尐ない４，８１９台の利用となっています。 
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次に、８０ページから８２ページの第３項 戸籍住民基本台帳費 第１目 戸籍住民

基本台帳費でございます。印鑑登録、住民基本台帳、戸籍事務等に係る費用について、

支出を行っております。続いて同じページの行政の情報化の推進のうち、証明書コンビ

ニ交付サービスの運用では、マイナンバーカードを利用したコンビニエンスストアでの

証明書の交付について、平成３０年度では、住民票５５４件、印鑑等登録証明書４９０

件など、全体で１，２８５件の交付を行っております。続きまして、８１ページでござ

います。戸籍事務でございます。町独自のデザイン婚姻届を大阪芸術大学と共同で作成

を行っております。次に、８２ページでございます。住民基本台帳ネットワークの運用

では、平成３０年度のマイナンバーカードの発行は６３７枚で、累計発行枚数は４，５

６５枚、交付率は１６．１％となっております。 

以上、第２款 総務費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要についての説

明とさせていただきます。 

よろしく審査賜りますようお願いを申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第２款 総務費について質疑をお受けいたします。 

  木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の８０ページですけども、コンビニ交付サービスですね、いろい

ろ問題指摘はしてきましたけども、３０年度ですね、取扱件数については予算段階でど

れぐらいの見立てをしてて、結局決算的には達成率っていうんですかね、そういうのは

どういう状況でしょうか。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 だいたい１，５００件ぐらいを想定しておりました。当初の計画といた

しまして。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これいろいろシステム改修とかですね、その時々で国からの補助金があった

りはするんですけども、通常のランニングコストに対する国からの補助金なり交付税算

入なりっていうのはあるんですか。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 当初、導入のときには国からの補助というのがございましたけれども、

それ以降の運用に関する国の補助というのはございません。以上です。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これについては非常にコストがかかりすぎるということで、問題指摘はして
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きましたけども、３０年度も計算しますと１件当たり５，８９３円コストかかってます

んでね、非常に費用対効果の面については効率悪いのかなというふうに考えてます。繰

り返しになりますけども、マイナンバーカードですね、それ自体が情報漏えい等があっ

たりということで、住民の皆さんからなかなか信頼を得られていない制度じゃないかと

いうふうに思いますので、これについては運営について見直していくべきじゃないかな

というふうに思いますので、意見として言っておきます。 

  それとですね、８１ページの町独自のデザインの婚姻届つくっていただきましたけど、

これ発行件数のうち、どれぐらいこのデザイン、婚姻届を使っていただいているのか、

率とか件数とかってわかりますか。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 デザイン婚姻届の、この配布した用紙につきましては、全体の枚数はち

ょっと今、この分で配布させていただいたのが６６枚配布させてもらっております。そ

れ以外にも役場のホームページからのダウンロードの分もあろうかと思います。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そのダウンロードの分は町としてはカウントはとれないんですか。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 カウントできてないです。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 全体の婚姻届自体はこれどうやって見たらいいんですか。それのうちの６６

枚と。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 今年の例で申しあげましたら、４月から７月までの間で当町で処理させ

ていただきました婚姻届の件数は１０３件、そのうちデザイン婚姻届を使用したものが

２２件となっております。また、それ以外に、当町以外に出されているところもありま

すので、その辺の件数についてはちょっとわからない状況です。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そしたらだいたい２割ぐらい利用していただいているということで理解して

おきます。 

○伴委員長 よろしいですか。他にございませんか。 

  坂口議長。 

○坂口議長 今のコンビニサービスのところなんですけど、全体でこれぐらいの数なんで
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すけど、どこの県から取り寄せたとか、その辺まではわかるんですかね。 

○伴委員長 関口住民課長。 

○関口住民課長 ちょっと今、都道府県名までは資料手元にございませんけれども、町外

から請求されているのは約４割程度でございます。 

○伴委員長 他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第２款 総務費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第３款 民生費について、説明を求めます。 

加藤住民生活部長。 

○加藤住民生活部長 第３款 民生費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要に

ついてご説明を申しあげます。着席してご説明させていただきます。 

主要な施策の成果報告書の８６ページから１１１ページでございます。 

はじめに、８６ページから８７ページの第１項 社会福祉費、第１目 社会福祉総務

費でございます。職員の人件費、福祉団体への支援、国民健康保険事業特別会計への繰

出などに要する費用について支出を行っております。８６ページの人権の擁護では、成

年後見が必要とされる人が安心して後見を行うことができるよう、関係町で法人後見セ

ンターの運営の支援を新たに開始いたしました。また、地域ぐるみの福祉活動の推進で

は、町社会福祉協議会をはじめとする福祉団体の支援等に要する費用の支出のほか、８

７ページでは、自助・共助・公助を理念に町と住民が一体となって、地域福祉に向き合

うことのできる指針として「斑鳩町地域福祉計画」の策定を行いました。 

さらに、防災・消防では、災害時に避難が困難な避難行動要支援者への支援体制を構

築するため、斑鳩町避難行動要支援者支援計画（全体計画）を策定いたしました。 

１つ上にお戻りをいただきまして、国民健康保険の充実の国民健康保険事業への支援

では、国民健康保険事業特別会計に対し、法令の定めにより、職員給与費、事務費及び

療養給付費に係る町の負担など２億３，４０９万３，５８２円を繰出したほか、介護納

付金分の赤字補填１，４７３万６，３５７円を繰出し、合計で２億４，８８２万９，９

３９円を支出いたしました。 

次に、８８ページの第２目 国民年金事務取扱費でございます。国民年金事務に関す

る費用について支出を行っております。法定受託事務として、国民年金の申請・受付・

相談等を行い、年金制度への理解と受給権の確保に努めております。 

次に、本ページから９０ページの第３目 老人福祉費でございます。高齢者に対する
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各種福祉サービス等に要する費用について支出を行っております。はじめに、社会参加

の促進・支援では、敬老式典の開催、老人クラブ活動の支援、８９ページ、高齢者優待

券の交付などを行いました。次に、福祉サービスの充実では、老人福祉施設三室園組合

との連携、老人福祉施設への入所として、養護老人ホームへの入所措置を行うほか、９

０ページ、在宅ねたきり老人介護手当の支給など介護保険によらない各種老人福祉サー

ビスを提供いたしました。 

次に、９１ページの第４目 老人憩の家運営費でございます。老人憩の家の運営、維

持管理に要する費用について支出を行っております。平成３０年度の東・西老人憩の家

の利用者数は合わせて、対前年比３，２７７人減の２５，８２４人となっております。 

次に、本ページから９３ページの第５目 医療対策費でございます。福祉医療として、

老人医療費のほか、子ども医療費、心身障害者医療費、ひとり親家庭等医療費、重度心

身障害老人等医療費、精神障害者医療費の各助成、未熟児養育医療費の給付を引き続き

行い、それぞれ対象者の医療費負担の軽減を図っております。 

  次に、９４ページの第６目 人権対策費でございます。人権問題の啓発、職員研修な

どに要する費用について支出を行っております。街頭での啓発や人権に関する講演会を

開催するなど人権啓発活動に努めるとともに、市町村啓発連協をはじめ各種人権研修に

参加を行っております。 

次に、９５ページから１００ページの第７目 障害福祉費でございます。障害者への

各種福祉サービスや障害者総合支援法に基づく給付、各種団体への補助などに要する費

用について支出を行っております。はじめに、社会参加の促進・支援では、各種障害者

団体に助成するほか、役場福祉子ども課と生き生きプラザ斑鳩に手話通訳者を継続して

配置を行っております。また、平成３０年度では、９７ページの障害者の就業支援とし

て、特別支援学校の生徒を対象とした役場業務における職場体験の受入機会の拡大を行

いました。さらに、１００ページの療育・保育・教育の充実では、障害や発達の遅れの

ある児童の保護者を対象に、家庭での児童への関わり方を通じて、児童の健やかな発達

を促すペアレント・トレーニングを新たに開始いたしました。 

 次に、１０１ページでございます。第８目 ふれあい交流センターいきいきの里管理

運営事業費でございます。ふれあい交流センターいきいきの里の維持管理・運営に要す

る費用について支出を行っております。平成３０年度では、保健所の監査指導による浴

室の衛生環境の整備、また、設備の点検や修繕により浴室を休止いたしましたことから、

入館者数は、前年度と比べ７，１９２人減の３３，７５０人となっております。 
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次に、第９目 介護保険事業繰出費でございます。法令に定める介護保険事業特別会

計への繰出しとして、介護給付費及び地域支援事業費に係る町負担分、介護保険業務に

関する職員給与費及び事務費、また介護保険低所得者保険料軽減に要する所要額等を支

出しております。 

次に、１０２ページでございます。第１０目 総合保健福祉会館管理運営費でござい

ます。総合保健福祉会館の維持管理・運営等に要する費用に支出を行っております。平

成３０年度の利用者数は８９，９２９人となっております。 

次に、第１１目 後期高齢者医療費でございます。はじめに、後期高齢者医療への支

援では、後期高齢者医療の運営に必要な事務経費のほか、保険料の均等割軽減分等を補

うために必要となる県及び町の負担分を、後期高齢者医療特別会計に繰出しを行ってお

ります。次に、療養給付費負担金では、広域連合が行う給付等に係る費用について、市

町村の負担割合である１２分の１に相当する額を広域連合に支出をしております。 

 次に、１０３ページでございます。第１２目 低所得者・子育て世帯プレミアム付商

品券発行事業費でございます。低所得者・子育て世帯プレミアム付商品券発行事業に要

する費用について、予算全額を令和元年度に繰越を行っております。 

 次に、１０４ページから１１０ページの第２項 児童福祉費でございます。はじめに

１０４ページから１０６ページの第１目 児童福祉総務費でございます。職員の人件費、

各種児童福祉サービス、つどいの広場などに要する費用について支出を行っております。 

  はじめに、良好な子育て環境づくりでは、幼児２人同乗用自転車購入費の助成、私立

保育所の運営支援などを行うとともに、１０５ページの子ども・子育て支援事業計画の

策定では、第２期子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査を実施いたしま

した。また、妊娠中の母体の保護と精神的・経済的な負担の軽減をはかることを目的に

妊婦または乳児及びその保護者がタクシーにより外出する際の交通費の一部を助成する

マタニティ・子育てタクシー利用料金助成事業を新たに開始をしております。 

 次に、子どもの権利の保障では、児童虐待の早期発見と防止に努めるとともに、児童

家庭相談システムの導入により、ケース記録や進行管理台帳の電子化を行い、児童虐待

防止における取り組みを強化をいたしております。次に、地域ぐるみの子育て支援の充

実では、生き生きプラザ斑鳩における「つどいの広場」の開設や子育て相談の実施など、

地域子育て支援センターの運営を行いました。 

 次に、１０７ページから１０８ページの第２目 保育園費でございます。職員の人件

費、保育園の運営、保育園地域活動、施設の維持管理などに要する費用について支出を
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行っております。はじめに、良好な子育て環境づくりでは、町立保育所において、通常

保育のほか、延長保育や一時預かりなどの特別保育を行うとともに、１０８ページの子

育てサロンの実施では、町立保育所の子育て相談体制の更なる充実を図るため、子育て

中の保護者及び子どもの交流の場の提供や相談援助、子育て情報の提供などを実施し、

子育ての不安や孤立感の軽減を図る場所として、新たに、おこさまランチ、ほっこりサ

ロンの設置を行っております。 

 次に、１０８ページから１０９ページの第３目 児童保育費でございます。多様な保

育ニーズに対忚するため、町内の私立保育所や町外の私立・公立保育所等に入所を希望

する児童の入所を委託したものでございます。 

 次に、１１０ページ 第５目 児童手当支給事業費でございます。児童手当の支給に

要する費用について支出をしており、児童手当の受給者数は２，１８８人となっており

ます。 

 最後に、１１１ページ 第３項 災害救助費については、執行はございません。 

以上、第３款 民生費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要の説明とさせ

ていただきます。よろしく審査賜りますよう、お願いを申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第３款 民生費について質疑をお受けいたします。 

  木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の９７ページですけども、障害者の就業支援ということで、部長

のほうで特別支援の学校の子の受け入れを行ったということでおっしゃっていただきま

したけど、大体どんなところで受け入れていただいているんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 平成３０年度につきましては５名の方を受け入れをしておりまし

て、受け入れ先は、たつた保育園、町立図書館が２名、最終処分場が１名、西幼稚園が

１名となっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これは体験で受け入れていただいて、そのまま就業とかいうようなケースも

あるんですか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 そのまま就業というケースは今のところはないんですけれども、

さまざまな職場を体験してもらって、これからの職業を選択するときのひとつの目安と

いいますか、そうしたものにしていただければというふうに考えております。 
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○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の１０２ページですけども、総合保健福祉会館の管理ということ

で、この子育てルームですね、２９年度から３０年度にかけての利用人数が大分減って

いるように思うんですけど、これはどういう原因なんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 こちらは生き生きプラザ斑鳩の中にある、つどいの広場の利用者

数でございまして、２９年度は９，６６２人、３０年度が７，７５９人で１，９０３名

利用者数が減ってるんですが、恐らくなんですけれども、ゼロ歳から２歳の保育所の利

用者数が昨年度４０人ほどふえておりますので、やはり保育所に預けられる方がふえた

ことによって、在宅で子育てをされる方が減っているという状態かと思われます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 はい、わかりました。 

そしたら次に、１０５ページのマタニティ・子育てタクシー利用助成ですけども、予

算は６８万円組んでいただいてますけど、実績としては１万４，２８０円ということで

すけど、これはどういった要因なんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 こちらの事業につきましては平成３０年度から開始した事業とい

うこともありまして、利用者数が実績もない中で、予算につきましては出生数が約２０

０人程度、１年間ありますので、その半分の方が利用していただけるようにということ

で、１００人掛ける上限額の６，８００円で６８万円を計上させていただいてたんです

けれども、実際については利用された方は１０人で１０件という状況でございます。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 制度ができた当初でまだまだ周知不足だったというのがあると思うんですけ

ど、これを利用していただくのに何か手続き的に、大変なことってあるんですか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 領収書を取っておいていただいて、６か月分をまとめて申請でき

るようにしておりますので、なるべく使っていただきやすいような制度にはしていると

は思うんですけれども、まだ、委員がおっしゃられましたように認知度のほうが低いの

かなというところは考えておりますので、今後、周知のほうは積極的に行っていきたい

というふうに考えております。 

○伴委員長 木澤委員。 
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○木澤委員 すみません、ちなみに３１年度は予算いくらで組んで、今の時点での実績っ

てわかりますか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 ３１年度の予算につきましては、人数のほうを８０人で設定して

おりまして、５４万４千円計上しております。８月末で６件、１万６，３００円の執行

となっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これ、制度をつくっていただいたときはいい制度だなというふうに思いまし

たので、さらなる周知をしていただいて、利用していただけるようにお願いします。 

そしたら続いてですね、１０７ページの保育所運営のところなんですけども、以前で

すね、一時預かりについて、あわのほうのゼロ歳児がもういっぱいで受け入れができな

いような状況になって、議会のほうからも、やっぱりきちっと一時預かりも受け入れて

いけるような体制つくってほしいということで、町のほうにお願いしてたと思うんです

けど、今その現状はどういうふうになっているんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 平成３０年度におきまして、尐しでも一時預かりの受け入れがで

きるようにということで、部屋の配置がえを行っておりまして、これまで１歳児を１部

屋でやっていたものを２部屋に分けまして、平成３０年の４月１日現在で６名、一時預

かりの受け入れが可能な状況をとっておりました。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そしたらそれは改善していただいたということで、理解しておきます。 

それと、同じところのたつた保育所ですね、これ定員が１２０人に対して平成３０年

度１３１名ということですけども、これは今もオーバー、今もというか、定員よりもオ

ーバーしている状況が続いているんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 平成３０年度につきましては、当初、４月時点では１１５名だっ

たんですけれども、年度途中の入所とかもありましたので１３１名まで受け入れを行っ

ておりました。今年度８月１日現在では、たつた保育園は１２７名受け入れている状況

になっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 待機児を出さずにきちっと受け入れていくという方針もって、町は対忚して
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いただいているので、それはそれでありがたいことやと思ってるんですけども、年度途

中で入ってこられる方で、たつた希望されてということですけど、事情のあってのこと

なんでしょうけど、そのほかの園との調整というのは難しかったんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 保育所の入所申請の場合は、第１希望から第４希望まで保育所の

名前は書いていただくんですけれども、やはりどうしても通勤の面からたつた保育園が

よい、また、上のお子さんが入っていらっしゃるという方もいらっしゃいますので、こ

ういう形になっておりますが、面積基準と保育士数の基準につきましては、きっちり最

低基準を満たした形で受け入れはしております。 

○伴委員長 木澤委員。 

○木澤委員 柔軟に対忚はしていっていただきたいというふうに思うんですけども、たつ

たはやっぱり人気が多くて常に定員がオーバーし続けるような状況が続くようであれば、

今度は体制のほうを逆に充実していくとか、建物の改修なんか必要になってきたりする

のかなというふうに思いますので、受け入れ自体は柔軟に行っていっていただきたいと

思いますけど、その動向をやっぱり注視していっていただきたいなと思います。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ８６ページの真ん中のところに福祉サービスの充実ということで、福祉基金

積立が７７万４千円とありますけど、これ聞きますと、ふるさと納税のお金というふう

に聞いておりますけども、年度末残高が３億３千万円もありますので、せっかくふるさ

と納税で納めて、寄附していただいた人が積み立てて３億３千万円もあるということは、

なんかもうちょっと使い道があるのか、ないのか、もしくは、これをどのようにして使

う予定なのか、教えていただければと思います。 

○伴委員長 福居財政課長。 

○福居財政課長 この福祉基金につきましては、この３億すべてがふるさと納税の寄附者

で積み上げられたものではなく、国のほうで施策として福祉基金というものを積み立て

ていくようにという時期が以前にございまして、それが３億円程度あったということで

ございまして、その当時からですね、この福祉基金につきましてはこの３億を取り崩し

て何かするというのではなく、この３億円から生み出される利息で事業をやっていくと

いう意味での果実運用型基金と言うんですけども、そういった取り扱いをずっとしてき

ております。ここの施策の成果のこの下に、基金運用益の充当明細とございまして、在

宅ねたきり老人介護手当の支給ということで、この利息分につきましてはこういった事
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業に充当しているというところでございまして、このような運営を今後も続けてまいり

たいと考えているところでございます。以上です。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ありがとうございます。それから、８９ページお願いします。一番下のとこ

ろに、ひとり暮らし老人等日常生活用具の給付が２名となっておりますけども、これは

何か難しい基準があって２名しかいないのか、教えていただきたいと思います。 

○伴委員長 中原長寿福祉課長。 

○中原長寿福祉課長 このひとり暮らし老人等日常生活用具の給付につきましては、平成

３０年度、こちらに記載をさせていただいてますとおり２件の利用実績でございました。

こちらにつきましては、どういったものを給付していますかと言いますと、この平成３

０年度では電磁調理器１件と老人電話に係る費用の１件でございます。まず、老人電話

につきましては、私ども別の事業で緊急通報装置というものがございますけれども、通

常、お家にございます電話回線を活用させていただきまして、ひとり暮らしの方の安否

に係るなんらかのことがあったときに消防等に電話がかかるようにこの老人電話という

のはつなぐんですけれども、そういった電話もお家にない方等が出てきた場合、この緊

急通報装置をつけることができませんので、それに１件、この事業を充てさせていただ

いたと。もう１件、電磁調理器ですけれども、認知症等の方で、通常お家でＩＨであり

ますとか購入されるケースが多いんですが、どうしてもやっぱり、そういった買うこと

ができないという方が出てきまして、これはこちらの制度を利用しようということで活

用させていただきまして、基本的には件数が尐ないというのは、需要がある中で、その

ご家庭の収入の中で買うことがどうしてもできないとかになった場合、こちらのほうを

活用するようにしておりますので、件数が尐ないのかなというふうに考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 ハードルが高いということでしょうか。ひとり暮らしの老人というのは多い

とは思うんですけども、やっぱりハードルが高いというふうに。 

○伴委員長 暫時休憩します。 

（午後２時３５分 休憩） 

（午後２時３６分 再開） 

○伴委員長 再開します。 

中原長寿福祉課長。 

○中原長寿福祉課長 対象者につきましては、その商品によるところがあるんですが、基
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本的にはおおむね６５歳以上の所得税非課税世帯に属する寝たきり老人、ひとり暮らし

等ということになっておりまして、その条件に当てはまる方であれば、これを給付する

ことができますので、ハードルが高いというわけではないと考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 わかりました。寝たきり老人というハードルがあるわけですね。ハードルと

いうか、それがあって、条件があってそれで人数が尐ないということで理解します。 

○伴委員長 ちょっと待ってくださいや。「寝たきり」でしたか。ひとり暮らしであった

らよかったん違いますの。 

  中原長寿福祉課長。 

○中原長寿福祉課長 説明不足ですみません。先ほどの私の答弁の中で、「その商品等に

より」というところがございまして、火災警報器、自動消火器等につきましては、この

「寝たきり老人」というところが条件がございますけれども、例えば、電磁調理器でご

ざいましたら、この「寝たきり老人」というところの要件はございませんので、その商

品によって対象者をこちらのほうで見させていただきまして、必要な場合は給付をさせ

ていただいている状況でございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

○齋藤委員 わかりました。ありがとうございます。 

○伴委員長 ほか、ございますか。 

奥村委員。 

〇奥村委員 １０８ページの子育てサロンの実施というところでございますけれども、お

こさまランチ実施状況、ほっこりサロンの利用状況を見させていただいて、ほっこりサ

ロンの利用状況がいいように思うんですけれども、これはどういう状況といいますか、

成功してると見てよろしいでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 ほっこりサロンにつきましては、平成３０年度から月２回各園で

実施しているんですけれども、おおむね保護者の方にも周知が行き届いておりまして、

利用も毎月ございますので、うまくいっているのではないかなと思っております。 

○伴委員長 奥村委員。 

〇奥村委員 そしたら、これは継続的こちらのほうもしていけるという状況でよろしいで

しょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 
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○中尾福祉子ども課長 はい、おこさまランチ、ほっこりサロン両方とも今年度もやって

おりますし、引き続き、実施していきたいというふうに考えております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 主要な施策の成果報告書の８７ページの一番上の民生児童委員活動の支援、

３９３万２，５００円とあるんですけれども、こちらの活動支援の内訳といいますか、

教えていただけたらなと思います。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 こちらは民生児童委員さん個人にお支払いしている活動助成金が

おひとり当たり年間５万９千円の４７人分、あと民生児童委員協議会のほうの活動助成

金として２６万９，３００円をお支払いしております。あと、民生児童委員さんで研修

のほうに行かれているんですけれども、そのときの助成でもお支払いしております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 なかなかうちの自分の住んでいる自治会でも、この民生児童委員を引き受け

てくださる方というのを探すのに、なかなか高齢化もあり苦慮しているんですけれども、

ほかの自治体では金銭面の支援をもうちょっとされているというふうな自治体もあるん

じゃないかなというふうに思ってるんですけれども。その負担といいますか、補助とい

いますか、それを増やすとかっていうのは斑鳩町とかではないんですか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 最初に申しあげました民生委員さんへの活動助成金、あと民生児

童委員協議会への活動助成金につきましては、県のほうからの助成金になっております。

県の基準額で、そのまま県費という、県費１００％の助成金になっております。現在の

ところ、町費でそれに上乗せしてというところは考えておりませんが、民生児童委員の

研修費の部分につきましては町費で負担しているところです。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 今の「県からの」というのは、歳入歳出決算書にある５１ページの県負担金、

２番の民生費県負担金の民生児童委員活動費負担金、この３０４万２，３００円という

ことでよろしいですか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 はい、そのとおりです。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 この活動費負担金というのは、何か一定の基準があって、何か今後ふえると
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かっていう、可能性というのは。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 毎年ではないんですけれども、改定はされておりまして、平成２

８年度までは１人当たり５万８，２００円でしたが、５万９千円に２９年度から上がっ

ております。県のほうでも見直しはされているところだと思います。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 ということは、ふえていく可能性もある、可能性があるという、わからない

ですね。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 まだ来年度の予算については、こちらのほうに来ておりませんの

でわかりませんが、これまでの動向を見る中では、何年かに一度、改定されるのではな

いかなというふうに考えております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 ありがとうございます。 

続きまして、主要な施策の成果報告書の１００ページの一番下のペアレントトレーニ

ングの実施ということで、この１３人という人数は、目標の人数があったのかわからな

いですけれども、実際多いというか、どういうふうに捉えていらっしゃるんでしょうか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 こちらのペアレントトレーニングにつきましては、２クールに分

けて開催しておりまして、１期目を小学校の低学年の保護者の方を対象で、２期目につ

いては年中、年長の保護者の方を対象に実施しております。講師の先生ともご相談する

中で、あまり１グループの人数が多いと保護者の方とも、それぞれ対面してお話ができ

ないということがありましたので、上限を８名というふうに決めさせていただきまして、

１期目の小学校低学年のほうは８名の枞に８名が参加されおります。２期目の年中、年

長対象のほうには８名の枞に６名申し込みがあったんですが、１名参加を見送られて５

名の参加となっております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 この内容といいますか、は、住民さんに喜んでいただいているというか、斑

鳩町としてはどういう評価をされていますか。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 ペアレントトレーニングにつきましては、発達障害などをお持ち
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のお子さんをお持ちの保護者の方を対象とした教室でして、子どもさんにどのように対

忚したらいいのかわからないといった声がたくさんございましたので、家庭での子ども

さんにどのようにかかわるか、どういうふうに発達を促していくのかというのを、皆さ

ん同じ立場のお母さん方と話すことでいろいろと共有できる部分もあるということで、

参加者の方からは、「同じ境遇の方がこんなにたくさんいたということで勇気づけられ

た」というような声は聞いておりますので、効果としてはあがっているのではないかな

と思っております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 そしたら今後もこれをずっと続けられるということですかね。 

○伴委員長 中尾福祉子ども課長。 

○中尾福祉子ども課長 はい、その予定でございます。 

○伴委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第３款 民生費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第４款 衛生費について、説明を求めます。 

加藤住民生活部長。 

○加藤住民生活部長 それでは第４款 衛生費の決算の概要についてご説明させていただ

きます。着席して説明をさせていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１１２ページから１４６ページでございます。 

１１２ページをお開きいただきたいと思います。 

第１項 保健衛生費、第１目 保健衛生総務費でございます。職員の人件費のほか、

王寺周辺広域休日忚急診療施設組合の運営、食生活の改善などに要する費用について支

出を行っております。はじめに、健康づくりの意識啓発と活動支援では、住民の一人ひ

とりが主体的に健康づくりに取り組むことで、健康寿命を伸ばすことや生活の質の向上

を図ることを目的に、平成２５年度から平成３４年度までを計画期間といたします、第

２期斑鳩町健康増進計画が、計画策定から５年を経過し中間年にあたることから中間評

価を行い、計画の見直しを行っております。また、自殺対策基本法が一部改正され、誰

もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指し、すべての自治体で地域の実情

を勘案した自殺対策に関する計画を策定することが義務づけられたことから、斑鳩町自

殺対策計画の策定を行っております。 

次に、１１３ページから１１６ページの第２目 感染症予防費でございます。各種予
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防接種に要する費用について支出を行っております。感染症の発生とまん延及び罹患後

の重症化を予防するため、高齢者インフルエンザ予防接種や子どもの四種混合予防接種

などの定期予防接種をはじめ、また町卖独事業といたしまして、子どものロタウイルス

やおたふくかぜワクチン予防接種などの任意予防接種に係る費用の一部を助成したもの

でございます。また１１６ページの水痘予防接種の実施では、平成３０年４月から任意

接種であります、生後３６か月から小学校就学前までの水痘ワクチンを２回接種してい

ない幼児の保護者を対象に予防接種費用の一部を助成し実施したものでございます。 

次に、１１７ページから１２３ページの第３目 母子衛生費でございます。乳幼児健

診、一般不妊・不育治療費の助成、妊婦健康診査、子育て世代包括支援センターの運営

などに要する費用について支出を行っております。はじめに、健康づくりの意識啓発と

活動支援では、小学校６年生を対象とした、たばこの害に関する健康教育を実施したほ

か、育児支援を中心に活動している母子保健推進員の活動を支援するとともに、妊婦や

産後６か月未満の母親を対象に理学療法士によるストレッチ指導等を実施し、親の育児

力向上に努めております。次に、予防・相談体制の充実では、乳児健診をはじめ、１１

８ページでございますが、１歳６か月児や３歳児などの健診を行っております。経過観

察を必要とする乳幼児には、保健師が担当医と連携を図りながら支援に努める一方、精

神面の発達に不安がある人に臨床心理士による心理相談を実施しております。 

次に１１９ページの乳幼児相談の実施では、妊娠から出産、子育て期にわたる切れ目

ない支援を行うため、平成３０年度から、東、西公民館だけでなく、あわ、たつた保育

園においても相談を実施し、育児不安の軽減に努めております。次に１２０ページの妊

婦健康診査等の実施では、健康診査の費用を妊婦一人あたり１５回分を助成するととも

に、１２１ページの一般不妊・不育治療費の助成において、一般不妊治療や不育治療を

望む夫婦に対し、高額となる治療費用の一部助成を行いその経済的負担の軽減につとめ

ております。次に１２２ページの産後ケア事業の実施では、平成３０年度から、産後の

心身の負担が大きい時期に、支援が必要な母子に対して、母親の身体的回復と心理的な

安定を促進するとともに、母親自身がセルフケア能力を育み、母子とその家族が健やか

に育児を行えるように支援を行っております。次に、１２３ページの地域ぐるみの子育

て支援の充実では、妊産婦及び乳幼児の健康の保持・増進に関するワンストップ拠点と

なる子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目

ない支援を行っております。 

続きまして、１２４ページから１２９ページの第４目 健康増進事業費でございます。
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健康診査、各種がん検診、脳ドック健診、健康マイレージの実施などに要する費用につ

いて支出を行っております。はじめに、健康づくりの意識啓発と活動支援では、生活習

慣病の予防や重症化を防ぐため、生活習慣病予防に係る各種教室を実施いたしておりま

す。１２５ページの健康マイレージの実施では、参加しやすい体制づくりといたしまし

て平成３０年度から累計ポイント制に変更し、５４０人の忚募をいただいております。

次に１２６ページからの予防・相談体制の充実では、医療保険者等が行う健診を受診で

きない人の健診を行うとともに、大腸がん検診や胃がん検診をはじめとする各種がん検

診について、集団検診または個別検診で実施をいたしております。平成３０年度では、

がん検診の受診促進を図るため、昨年度、受診率の低かった乳がん検診において、４１

～６９歳のうち５歳きざみの節目の年齢以外の人を対象に、受診勧奨と再勧奨通知を行

っております。次に１２９ページの高齢者健康診査の実施では、高齢者の医療の確保に

関する法律に基づき、奈良県後期高齢者医療広域連合からの受託事業といたしまして、

７５歳以上の高齢者を対象とした健康診査を実施し、平成３０年度の受診者数は１，４

４０人となっております。 

次に、１３０ページの第５目 狂犬病予防費でございます。狂犬病予防法に基づく犬

の登録及び狂犬病予防接種済票の交付等を行っております。 

次に、第６目 火葬場費でございます。火葬場の維持管理・運営に要する費用につい

て支出を行っております。平成３０年度では、火葬炉全体を制御する電気計装関係機器

の更新を行っております。 

次に、本ページから１３３ページの第７目 環境対策費でございます。環境教室の開

催、地球温暖化防止事業、竜田川流域生活排水対策推進会議の運営、環境保全推進委員

の活動などに要する費用について支出を行っております。はじめに、環境共生まちづく

りの推進のうち、１３１ページの環境保全推進委員活動の支援では、第１１期の環境保

全推進委員１１４人の皆様により、ごみのポイ捨てや不法投棄、ごみの分別マナー等々、

身近な環境問題の解決に向けて、草の根的な活動を展開していただいております。２年

間で延べ３，０５４件の活動報告をいただいております。次に、自治会別環境問題学習

会の実施では、ゼロ・ウェイストのまち斑鳩の実現をめざしてを開催テーマにして、８

回目となります環境井戸端会議を、平成２９年度から３１年度までの３か年で町内全域

を対象に実施しており、平成３０年度におきましては、町内東地区の自治会を対象に開

催をいたしまして、１２の自治会２８２名の参加をいただいております。 

次に、１３４ページから１４６ページの第２項 清掃費でございます。 
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はじめに１３４ページの第１目 清掃総務費でございます。職員の人件費やいかるが

の里クリーンキャンペーンや自治会内美化キャンペーンなどの美化推進に要する費用と

して支出を行っております。 

次に、本ページから１４５ページの第２目 塵芥処理費でございます。リサイクル処

理やごみ処理の委託、ごみ減量化の推進、衛生処理場の維持管理・運営、バイオマス利

活用の推進、ゼロ・ウェイストの推進などに要する費用について支出を行っております。 

はじめに、循環型社会の形成では、環境問題学習会をはじめ、さまざまな意識啓発事

業の実施するとともに、不燃ごみの中から金属類や小型家電を取り出すピックアップ回

収、あるいは生ごみ分別収集モデル事業の拡充など、資源化処理の充実に努めておりま

す。次に１４０ページのゼロ・ウェイストの推進では、ゼロ・ウェイストの考え方を広

く周知するため、様々な機会を通じ、その普及に努めるとともに、現在、国全体で取り

組みに対する機運が高まっている食品ロスへの取り組みを進めるため、平成２９年度に

続き、平成３０年度におきまして、家庭から排出される食品廃棄物の組成調査を行って

おります。次に、１４３ページの平成３０年度のごみの排出量の状況でございます。住

民１人１日あたりのごみ排出量は、対前年度比７ｇ増の７２９ｇとなっております。平

成２９年度数値でございます奈良県民１人あたりの９０９ｇ、国民１人あたりの９２０

ｇと比較して、尐ない排出量となっております。また、資源化率は、対前年度比０．１

ポイント減の５４．１％となっております。平成２９年度数値でございます奈良県の市

町村の平均資源化率１６．３％、全国の市町村の平均資源化率２０．２％と比較して、

かなり高い水準となっております。 

  次に、１４６ページからの第３目 し尿処理費でございます。職員の人件費、鳩水園

の維持管理・運営、し尿の収集、浄化槽の設置補助などに要する費用を支出しておりま

す。はじめに、鳩水園の運営では、河川への放流水について、オゾン処理装置による高

度処理及び脱窒素処理などを行い、適切な施設運営に努めております。また、汚泥処理

設備の改修では、し尿残渣の焼却処理を廃止し、処理後のし尿残渣の資源化処理を行う

ため、外部搬出設備の整備を行っております。 

以上、第４款 衛生費の決算の概要の説明とさせていただきます。 

よろしくご審査賜りますようお願いを申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第４款 衛生費について質疑をお受けいたします。 

  木澤委員。 

〇木澤委員 成果報告書の１３０ページですけども、火葬場の周辺対策として４９０万円
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ほど上げていただいておりますけども、これ内訳としてはどんな形になるでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 火葬場の周辺対策事業ということで、その内訳でございますが、三

井の公民館の雤戸の取りかえ工事といたしまして７万２，８３６円と、町卖独土地改良

事業といたしまして三井の水路改修工事に係ります補助金といたしまして４００万８千

円、もうひとつが町卖独土地改良事業毛無池地区の農道整備工事といたしまして８６万

３，９６０円となっております。 

○伴委員長 木澤委員。 

〇木澤委員 いわゆる迷惑施設と呼ばれるような施設に対して、周辺の住民の皆さんに補

償するという形で、これはずっと続けてこられてますけども、場所によっては当初の話

し合い、覚書を交わしているときに項目で最初に受けて、それをやり終わったら終わる

というような形で交渉してきているところとか。あと町外も聞きますと、やっぱり一定

の量なり金額なりを決めてやってはるところが多いということで、なかなか斑鳩町のよ

うにその施設があり続ければずっとそういった地元からの要望で忚えられる範囲ではあ

りますけども、補償していくというようなケースは稀なのかなというふうに思うんです。

以前からですね、そういったあたりのお話を地元の皆さまとできないのかなというふう

に議会の中でも申しあげてきましたけど、今回、町長がかわりまして、町長のちょうど

地元に当たりますので、その辺の動向というんですかね、住民さんとの話し合いなんか

できるものなのか、その辺のところは。 

○伴委員長 中西町長。 

〇中西町長 この補償の関係につきましては、鳩水園の関係、衛生処理場の関係、いろい

ろあるわけでございますけども、この補償の関係もできるだけ整理をしていきたいとい

うふうな考えを持っております。その中で、鳩水園の関係につきましても、ある程度の

条件は聞かせていただく中で、この関係についてもある程度補償は切っていきたいとい

うふうに考えております。また、東里の関係につきましても、私、地元の関係ではござ

いますけども、地域とその辺の話もさせていただきながらですね、全体的に他の地域も

そういう形で補償も切らせてきていただいているような話をしながら、その辺の話は進

めていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○伴委員長 木澤委員。 

〇木澤委員 なかなかしんどい話やとは思うんですけども、だんだんですね、やっぱり町

の財政もこれから先、大変になっていくという中で、地元の皆さんにもできるだけご理
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解いただけるような形で協力いただければなあというふうに思いますので、お願いして

おきたいのと、あともう１点、火葬場の運営については、斎場として利用できないかと

いう声が以前からあるんですけども、それについてもさらにこの補償を上乗せするとい

うのもちょっと無理だと思うんですけども、斎場として利用できないかという声につい

ても、地元の皆様にご理解いただければなというふうに思うんですけども、そこも難し

いでしょうかねえ。 

○伴委員長 中西町長。 

〇中西町長 斎場にということでございますけども、初めにですね、補償の関係等の話し

ている中で、それができればすぐに斎場にという話になっていけば、また地元の方もち

ょっとややこしい問題になってくると思いますんで、それと斎場の関係等につきまして

もですね、いまほとんどが家族葬という形でかわってきています、その中で本当にそれ

だけそういう場所をしてこられるのかどうか、その辺もあると思いますねんけども、そ

の辺も調整しながら考えさせてもらいたいと思います。 

○伴委員長 木澤委員。 

〇木澤委員 デリケートな問題なので、地元の住民の皆さんのご理解を丁寧にいただきな

がら、できる範囲でですね、進めていっていただきたいと思いますので、よろしくお願

いしておきます。 

それとですね、続いて１３１ページの自治会別環境問題の学習会を実施していただい

てますけど、先ほど、部長の説明の中では東の地区について１２回で、参加人数につい

てもここに記されているとおりだと思いますけど、２９年度からするとちょっと回数等、

参加者も減っているのかなあと思うんですけど、これはどういった理由なんでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 自治会別環境問題学習会の実施状況が昨年度に比べ減尐していると

いった質問でございますが、現在、第８回目の環境井戸端会議といたしまして、平成２

９年度から本年度、令和元年度において「ゼロ・ウェイストのまち 斑鳩」の実現を目

指してをテーマに実施をさせていただいております。平成２９年度は斑鳩町西地区の自

治会を対象に、また平成３０年度につきましては斑鳩町の東地区の自治会を対象にさせ

ていただきまして、本年度は平成２９年度また平成３０年度未実施自治会を対象に開催

をさせていただいているところでございます。また、各年度におけます１回当たりの参

加者数の数を見ていただきますと、平成２９年度は２０回に対し４４７名の参加という

ことで約２２名、平成３０年度では約２４名という状況であり、１回当たりの参加者数
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はほぼ同じような状況であります。また、開催回数という面からですと、同じように開

催いたしました第７回環境井戸端会議でございますが、平成２６年度、平成２７年度の

開催自治会数は２６自治会という状況であり、開催自治会数も６自治会増加している状

況であります。しかしながら、全自治会に占める参加自治会率は約３０％という状況で

ありますことから、今後も多くの自治会に参加いただけるような形で進めてまいりたい

というふうに考えております。 

○伴委員長 木澤委員。 

〇木澤委員 斑鳩町の資源化の取り組みですとか、ごみの量を減らしていこうという取り

組みについては、本当に全国的にも先駆けた取り組みをやっていただいているなという

ふうに思います。たびたびほかの自治体の議会からも視察に来られてますけども、斑鳩

町として取り組みをいろいろやっているんですけども、私はやっぱり住民の皆さんに丁

寧に説明したりとか、こうしてひざを突き合わせてお話をする中で理解を深めて、それ

が大きなほかの自治体との取り組みの違いかなというふうに思ってますので、引き続き

ですね、課長が今、答弁していただいているように取り組みを進めていただいて、やっ

ぱりこの井戸端会議をやっていただいているのはすごくいいと思いますので、これは効

果は出ていると思いますから、さらなる努力をお願いしたいと思います。 

○伴委員長 ほかにありませんか。 

奥村委員。 

〇奥村委員 １４５ページの安心サポートごみ収集の実施ということで、今のところ高齢

者ひとり暮らしであったりとか世帯全員が介護または介護者というか、介護を受けてお

られたり、または障害者ということで１８名、また７名という数字なんですけども、今

後の見通しとしてやっぱり尐子高齢化でおひとり暮らしの方また高齢者の方、介護をお

受けになっている方がどんどんふえていかれると思うんですけれども、これ、申請とい

うか役場のほうにそういう申し出をされたら、全部が全部受けられるということではな

いわけですね、役場としても。そこら辺はいかがでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 この安心サポートごみ収集事業につきましては、申請が希望者から

出されまして、その後、職員による面談を行いまして、その結果、申請のほうを却下し

たということは現在までない状況でございます。 

○伴委員長 奥村委員。 

〇奥村委員 ありがとうございます。そうしましたら、それでも収集されるときにこれか
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らもし将来的な要件として、こういう申請がたくさん出されて収集される方の負担とい

うか、そういうとこら辺はどうなんでしょうか。あくまで要件としてですけども。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 この事業につきましては、やはり年々、利用者数が増加してきてお

る状況でございます。ますます今後、高齢化が進展する中、同じようなやり方では、や

はりいつかは収集困難になってくる状況になろうかと考えておりますことから、来年度

策定を進めます斑鳩町の一般廃棄物処理基本計画におきまして、そういった高齢者のご

み出し支援の関係についても、そのあたりを詰めて検討していきたいと考えております。 

○伴委員長 ほかにございませんか。 

齋藤委員。 

〇齋藤委員 １３１ページの一番上のところでございますけれども、環境保全推進委員活

動の支援とありますけども、先ほど報告で３，０５４件の報告がありましたと言ってま

したけども、これは自治会の中で環境保全推進委員は毎月ですね、レポートを書いてフ

ァックスなりを送っておりますけども、それに対してのフィードバックというんですか、

何か送りっぱなしで返事がなくてということじゃなくて、なんかそういうフィードバッ

クというのはどのようにされているんでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 毎月、環境保全推進委員の委員の皆様から１０日前後にそれぞれの

前月の活動報告等をファックス等でいただいております。その中で、こういう活動をさ

れたということもありますし、町に対しての要望、問題点の提起、そういったものもご

ざいます。それにつきましては各担当課へ環境対策課から内容をお伝えして、回答につ

きましては一忚、こういう形で何々課にこの案件については回している、あとは担当課

のほうからその対忚をしていただく、また、本課で処理できる場合は処理いたしまして

回答させていただいておると。また、担当課に忚対した案件につきましても、逐次、確

認をさせていただきまして、その状況確認に努めておるところでございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 この環境保全推進委員は任期が２年になってますけども、大体の自治会は１

年交代で役員がかわります。ということで、１年間役員をやって、それで報告しっ放し

で、フィードバックはあるんでしょうけども、何か１年間のまとまり、「こんな報告が

あってこうしました」とか、何か１年間のまとめみたいなものをですね、環境保全推進

委員にフィードバックしてあげれば、１年間、自分が頑張った成果がこういう形で出て
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きたんだなというふうな思いというのがあるんじゃないかなと思いますけども、してる

のかしてないのか私もよくわかってないんですけども、そういうふうに１年間やったこ

とに対して３千円という補助金もありますけども、それだけじゃなくてやっぱり気持ち

というか、町としてこうなりました、こんなによくなりました、こんなことを改善でき

ましたということをですね、報告してあげるというような取り組みというのはいかがな

もんでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 活動内容の報告という形で毎年５月にこの推進委員の活動説明会、

そういったものをさせていただいております。ただ、何分、件数が３千件近くご報告が

ありますので、どういった形でその報告書というんですかね、形で出せるかにつきまし

て、また検討させていただいて、なんらかの形で皆さんにフィードバック等をさせてい

ただきたいというふうに考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 ありがとうございます。１年間の活動に対してこんな成果があったとよとい

うのがあれば、またやった方も喜びというか、お互いに意思が通じるんじゃないかなと

思いますので、よろしくお願いします。 

その次にですね、２つ目後に「ＩＳＯ１４００１の推進」ということで、役場内で効

果検証を行い、組織内で公表したとなってますけども、これは結果はいかがだったんで

しょうか。教えていただける範囲内でお願いします。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 ＩＳＯ１４００１につきましては、平成１４年１０月から取得をい

たしまして、斑鳩町役場といたしまして取り組みを進めておったところでございますが、

平成２９年１２月２０日をもって運用を廃止しております。またその際、平成２９年度

におおむね３年間、年１回その検証を行うということで、検証対象取り組み項目といた

しまして、電力の使用、水道の使用、それから重油の使用、紙の使用、公用車の使用に

つきまして、その検証を行ったところでございます。結果でございますが、電力、水道、

重油につきましては減尐、横ばいの状況であるが、これにつきましては維持管理項目で

あり、気候の影響を受け住民サービスのある中で必要以上の削減はできないものの、今

後も検証をそれを注視していくということとしたところでございます。また、公用車の

ガソリンにつきましては、乗り合わせや近場の場合は自転車を使用するなど削減に努め

ており、今後も継続をして取り組みを行っていきたいと。また、コピー用紙については、
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不必要な印刷を行わない、裏紙を使用するなど対策を講じているが、使用枚数増加が見

られ、今後も引き続き、周知や意識啓発を図る必要があると、そういうった形で検証さ

せていただいたところでございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 ありがとうございました。 

次に、１３２ページの一番下のところですね、空き地の適正管理というところがあり

ますけども、そこで台帳に８２件、それから指導の内訳を見ますと指導助言が６９件、

勧告ゼロ、命令ゼロとなっておりますけども、やっぱり空き地の草というのがよく住民

から聞こえてきます。なかなか空き地が、草が生えていると、アレルギーで手がかぶれ

るだとかいう話を聞きますので、もうちょっとスピーディーに対策、指導助言が、スケ

ジュールがあるんでしょうけども、勧告ゼロ、命令ゼロということは、もう既に指導助

言で全部終わったというふうに、これはこれでとれるような感じがするんですけども、

これではなくてやっぱり住民から意見がようけありますので、もうちょっとスピーディ

ーに勧告、命令というふうな形にいけないものなのか、その辺のところを言っていただ

きたいんですけども、その辺のところを教えてもらいたいと思います。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 この空き地の適正管理につきましては、スピーディーにということ

でございますが、６９回の述べ指導件数、平成３０年度において行わせていただいてお

ります。１回目の通知で対忚していただいたのがその約半分２５件ですね。２回また３

回、４回とそれぞれさせていただきまして、最終、適正に管理をいただいたところでご

ざいます。ただ、４回通知にあたりましても、通知をしてから一定期間、まずは管理者

が適正に管理していただくということから、その通知から一定期間を置いて、また再度

確認を行っておりますが、その状況ですね、繁茂の状況等を見ながら、もちろん住民さ

んに直接、非常にかかわってくる場所等ございましたら、その日数も減らしながら指導

の催促、督促等もさせていただいてやっていきたいというふうに考えております。また、

もちろんそれに従わない場合は、この条例がございますので、この勧告・命令につきま

しても順次、適切に対忚していきたいというふうに考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 何回督促したら勧告・命令までというような形はよくわかりませんけども、

お願いしてもう１年経ってもまだなおらないとかですね、去年もやったけどもまた今年

もなってるとかですね、そういうのもよく聞きますので、もしスピード早く上げてもら
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って、町で刈ってですね、所有者に請求するとか、そういう形もとっていただければあ

りがたいと思いますので、よろしくお願いします。 

次に１３６ページの一番下ですけども、空き缶の分別回収ということで、エコ商品の

交付というのがありますけど、ポイントカード式とありますけど、これもどのくらい長

く続いているのかよくわからないんですけども、今、自治会等で空き缶とか回収してお

りますので、町の４か所というのが町全域に広がっているわけでもないですし、遠くの

方はわざわざ持ってこれないので、もうそろそろ役割は終えたんじゃないかなという、

そんな感じがするんですけども、その辺は町はどのように考えてるんでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 空き缶の分別回収機によります回収につきましては、平成１３年度

から実施をしておる状況でございます。その後、それぞれのポイントの方法また機械の

変更等によりまして現在に至っておりますが、当初、空き缶のリサイクルの意識の高揚

を図るため、こういった機械を公共施設に設置して取り組んできたところでございます。

現在、空き缶につきましては各家庭で資源物、分別の徹底をいただいて、資源物として

排出をしていただいているところでございますが、ある程度そのリサイクル意識が徹底

されておるということでございます。今後につきましては、現在の機械がやはり年数が

経ち修理等がきかないそういった状態にいつかはなろうかと考えております。そういっ

た中でどういう形で進めていくか、その際、検討してまいりたいと考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 ありがとうございます。 

それから、１４０ページですけども、生ごみ分別収集未実施自治会の説明会という項

目がありますけども、今、モデル事業としまして生ごみの分別回収をやってますけども、

これはモデル事業ではなく本事業にするという方向性というのはあるのか。あるとした

ら、いつくらいからされるのか、町の見込みというのを教えてもらいたいと思います。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 生ごみの分別収集の全町実施につきましては、現在、ゼロ・ウェイ

スト宣言をさせていただきましてから「まほろば推進計画」ということでその取り組み

の計画を策定しております。そこでは、令和２年度から全町実施の、現在計画を、そこ

に計画が示されておるところでございます。しかしながら、やはりまだ４割近くの自治

会のほうからそういった生ごみの分別にご理解をいただいていないという状況の中から、

さらに今後、その未実施自治会説明会等も含め、未実施の自治会の課題等をまずは洗い
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出し、それに対忚して、やはりもう尐しモデル事業として参加いただく自治会数をふや

してから、全町実施に向け取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 よくわかりましたけども、大体、見込みとしてはどれくらいを目途にして考

えておられるのか教えてもらえませんでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 まほろば推進計画では令和３年度からということでありますので、

まずはそれを目標に進めておるところでございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 ありがとうございます。よろしくお願いします。 

あともうひとつ、１４５ページに環境パトロールの実施という項目がありますけど、

ここで平成３０年度「２５７．７」ですけども、平成２９年度は「１，０９４．８」と

なってますけど、これは不法投棄が減ったということで理解してよろしいでしょうか。 

○伴委員長 東浦環境対策課長。 

〇東浦環境対策課長 はい。この平成２９年度につきましては、やはりごみの回収量が突

出しておる状況でございます。平成２９年度におきましては不法投棄の処理といたしま

して白石畑へ向かいます町道脇のほうで約２００キログラム、また、五百井地内の空き

地におきましては約７００キログラムの不法投棄を処理したところでございます。平成

２８年度、ちなみに申しあげますと３４２．７キログラムいうことで、不法投棄自体は

やはり大きなものが尐なくなってきておる状況ではございますが、昨年度は突出してお

ったという状況でございます。 

○伴委員長 齋藤委員。 

〇齋藤委員 ありがとうございました。これからもよろしくお願いします。 

○伴委員長 ほかにございませんか。 

溝部委員。 

〇溝部委員 １２５ページの一番下の健康マイレージの実施についてちょっとお伺いした

いんですけれども、今年度の目標数値というのはあるのでしょうか。 

○伴委員長 北健康対策課長。 

〇北健康対策課長 人口の約２０歳以上の方を対象に実施しておりまして、２０歳以上の

人口の方の約２％ということで６５０人を目標に実施しているところでございます。 

○伴委員長 溝部委員。 
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〇溝部委員 今現在の忚募者数というのはわかりますか。 

○伴委員長 北健康対策課長。 

〇北健康対策課長 まだ７月末の状況ではございますが、１８５人でございます。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 ありがとうございます。平成２９年７月１日から実施ということで、平成２

９年度は半年くらい実施だとは思うんですけども、平成３０年度に向けて伸び率がよい

というか、町の方が関心を持っておられるんじゃないかなとは思うんですけれども、た

くさん忚募があるということに対して、どういったことからこんなにたくさんの方が興

味を持っていただいたのかというのは町としてはどういうふうに思ってはるんですかね。 

○伴委員長 北健康対策課長。 

〇北健康対策課長 この健康マイレージの事業につきましては、平成３０年度は累計ポイ

ントというふうな形での制度といたしまして、ポイントをより集めやすくさせていただ

きましたので参加者のほうがふえております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 ありがとうございます。この健康マイレージをためると商品がもらえるとい

うような仕組みやったと思うんですけども、これだけ伸びているということは、今以上

にもうちょっと魅力のある商品があれば、もっとより伸びるんじゃないかなというふう

に個人的には思うんですけども、何かそれを変更するような計画というのはありますか。 

○伴委員長 北健康対策課長。 

〇北健康対策課長 この事業のほうが今年度で３年目ということで、２９年度、３０年と

１年、２年目ということで、尐しずつですけれどもこの景品の商品も変更しながら、今

取り組んでいるところでございますので、またこの景品に関しましては随時、ちょっと

検討しながら進めていきたいと思っております。 

○伴委員長 溝部委員。 

〇溝部委員 ありがとうございます。まちの皆さんの健康のためにはすごくいいことだと

思いますので、ぜひまた検討お願いいたします。 

○伴委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第４款 衛生費に対する質疑を終結いたします。 

次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 

加藤住民生活部長。 
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○加藤住民生活部長 第６款 商工費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要に

ついてご説明させていただきます。着席して説明させていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１５４ページをお開きください。第１項 商工費、第１目 

商工総務費でございます。はじめに、社会参加の促進・支援では、高齢者の豊かな知識

や経験、技能を活かした就業機会の提供、生きがいと健康づくりへの支援として斑鳩町

シルバー人材センターに対しまして、１，１７３万９千円を助成を行っております。 

次に、消費者意識の向上では、消費者被害の未然防止といたしまして、訪問販売お断

りシールを作成し、敬老会や役場窓口で配布を行っております。次に、消費者保護対策

の充実では、消費者相談の実施として、毎週木曜日の午後に消費生活相談員による消費

生活相談窓口を開設をいたしております。平成３０年度の相談件数は８４件となってお

ります。 

以上、第６款 商工費のうち、住民生活部が所管いたします決算の概要の説明とさせ

ていただきます。よろしく審査賜りますようお願いを申しあげます。 

○伴委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について質疑をお受けいたします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○伴委員長 これをもって、第６款 商工費に対する質疑を終結いたします。 

  ちょっと暫時休憩させていただいて。 

  （ 午後３時３４分 休憩 ） 

  （ 午後３時３４分 再開 ） 

○伴委員長 再開いたします。 

次に、認定第３号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認

定についての審査を行います。 

理事者の説明を求めます。 

加藤住民生活部長。 

○加藤住民生活部長 認定第３号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳

出決算の認定について、ご説明をさせていただきます。 

 はじめに、議案書の朗読をさせていただきます。 

 認定第３号 

平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 
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令和元年９月２日 提出 

斑鳩町長 中西 和夫 

  それでは、失礼をして着席して説明をさせていただきます。それでは、平成３０年度 

歳入歳出決算書の２０ページをごらんいただきたいと思います。 

平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算は、歳入総額が２９億２，

６９４万２，６４４円、歳出総額が３１億６，８７４万９，５２５円、歳入歳出差引額

はマイナス２億４，１８０万６，８８１円の歳入不足となっております。このため、令

和元年度会計において繰上充用の予算補正の措置を行い、決算を終了しております。 

それでは、決算の状況につきまして、歳出の部から各款ごとに説明させていただきま

す。 資料のほう、主要な施策の成果報告書のほうで説明をさせていただきます。２１

３ページから２１８ページでございます。第１款 総務費でございます。はじめに、２

１３ページ、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費であります。国民健康保険事業

に携わる職員の人件費及び事務の執行に要する費用に支出をしております。平成３０年

度末現在の国民健康保険の加入世帯数は３，６９１世帯であり、総世帯に占める割合は

３１．３％、被保険者数は５，９９５人であり、総人口に占める割合は２１．２％とな

っております。被保険者数、世帯数とも減尐傾向となっております。次に、２１４ペー

ジ、第３目 共同事業負担金であります。国民健康保険事業の県卖位化に伴い、医療費

通知やジェネリック医薬品の差額通知など、各市町村が共通して実施していた事業を、

平成３０年度から県の国保事務支援センターで共同して実施されるため、その事業に対

する負担金を支出しております。次に、２１５ページ、第２項 徴税費であります。国

民健康保険税の賦課徴収に携わる職員の人件費及び賦課計算業務委託料等に係る費用に

支出をしております。 

はじめに、平成３０年度の国民健康保険税の状況についてでございます。２１６ペー

ジ、現年度課税分の状況でございます。この表の一番下の行になりますが、調定額５億

９，１３６万２，９００円に対しまして、収入済額は５億６，０９３万６，９６３円で、

収納率は９４．７８％で、前年度比０．８６ポイントの減となっております。 

次に、２１７ページの、滞納繰越分の状況でございます。この表の一番下の行になり

ますが、調定額１億３，３８８万４，９６０円に対しまして、収入済額は２，７５４万

１，９６２円で、収納率は２０．５７％で、前年度比１．３４ポイントの増となってお

ります。なお、滞納処分の実施状況につきましては、２１５ページにお戻りをいただき

まして、差し押さえで８件、交付要求で６件、滞納額７５４万２千円の処分を行ってお
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ります。また、換価・配当があったものについては１０件、金額で２０６万３千円とな

っております。 

次に、２１８ページ、不納欠損処分の状況でございます。処分件数は５２件で、金額

で７４７万６，４２８円となっております。次に、同じくこのページですが、第３項 

運営協議会費であります。平成３０年度の国民健康保険運営協議会は、国保特別会計の

予算・決算の状況、特定健康診査の実施状況等について審議をいただきまして、２回の

開催を行っております 

次に、２１９ページから２２２ページの第２款 保険給付費でございます。はじめに、

第１項 療養諸費は、前年度と比較をいたしますと、１億２，３２３万１５７円の減と

なっております。被保険者数が減尐傾向にあることに加え、入院件数の減尐、平成２８

年度の薬価改定の影響による調剤費用の減尐が主な理由でございます。次に、２２１ペ

ージ、第２項 高額療養費でございます。前年度と比較しますと１，６１６万１，７２

６円の減となっております。支給件数、支給額とも減尐している状況でございます。次

に２２２ページ、第３項 移送費につきましては、給付事案はございませんでした。次

に、第４項 出産育児諸費でございます。出産育児一時金の給付件数は２１件で、前年

度と比較をいたしまして、１件の増となっております。次に、第５項 葬祭諸費でござ

います。葬祭費の給付件数は２９件で、前年度と比較して１５件の減となっております。 

 次に、２２３ページから２２４ページの第３款 国民健康保険事業費納付金でござい

ます。平成３０年度の国民健康保険事業の県卖位化に伴い、保険給付に要する費用を奈

良県が全額負担することとなるため、その財源といたしまして、各市町村は、県から示

された事業費納付金を納めることとなっております。第１項 医療費給付費分で５億３，

３９４万７，９５６円、第２項 後期高齢者支援金等分で１億６，２５０万６，１２１

円、２２４ページにお移りをいただきまして、第３項 介護納付金分で６，６６７万４，

５８７円を納付を行っております。 

 次に、２２４ページ、第４款 共同事業拠出金でございます。退職医療に係る事務拠

出金を支出をしております。次の、２２５ページ、第５款 財政安定化基金拠出金でご

ざいます。平成３０年度におきましては拠出はございませんでした。 

次に、本ページから２２６ページの第６款 保健事業費でございます。はじめに、第

１項 保健事業費では、人間ドック健診の助成といたしまして、１１１件、２０７万２

千円の助成を行っております。また、医療給付について理解を深めていただくための各

種パンフレット等を購入し、被保険者に対して配布を行っております。次に、２２６ペ
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ージ、第２項 特定健康診査等事業費では、生活習慣病を引き起こすメタボリックシン

ドロームを早期に発見するため、個別健診に加え、３回の集団健診を実施し、受診者数

は１，７０６人、受診率は３４．９％となっております。 

 次に、第７款 公債費でございますが、一時借入金等につきましてはございませんで

した。 

次の２２７ページ、第８款 諸支出金であります。はじめに、第１項 償還金及び還

付加算金でございます。過誤納付となった国民健康保険税を還付するほか、前年度に超

過交付となりました国庫支出金を精算還付したものでございます。次に、第２項 療養

費等指定公費立替金でございます。高齢受給者の自己負担額の軽減を図るための町の一

時立て替えにつきまして、国民健康保険団体連合会へ支払ったものでございます。 

次の２２８ページ、第９款 予備費でございますが、平成３０年度の充用はございま

せんでした。 

次に、第１０款 前年度繰上充用金でございます。平成２９年度会計において、２億

４，７７５万９，４６６円の歳入不足が生じましたことから、平成３０年度会計で繰上

充用を行ったものでございます。 

続きまして、歳入決算の状況についてご説明をさせていただきます。２１１ページに

お戻りをいただきたいと思います。第２表といたしまして歳入決算の内訳を記載をさせ

ていただいております。なお、この表の決算額は千円卖位で表記しているものでござい

ますので、予めご承知おきください。１行目の第１款 国民健康保険税の決算額は、５

億８，８４７万８，９２５円でございます。前年度６億１，７７６万６，１０１円と比

較をいたしまして２，９２８万７，１７６円、４．７％の減となっております。被保険

者の減尐が主な要因でございます。２行目、国庫支出金、３行目、療養給付費等交付金、

４行目、前期高齢者交付金、６行目、共同事業交付金につきましては、平成３０年度の

県卖位化に伴い、奈良県が一括して国等から受け入れられることとなっていますことか

ら、各市町村での歳入はなくなっております。 

次に、５行目の第２款 県支出金の決算額は、２０億７，６９９万４，０８７円でご

ざいます。県卖位化の実施に伴い、市町村が国保連合会に支払っていた保険給付費を、

奈良県が全額負担されることとなったことから、大幅に増加をしております。 

次に、７行目、第３款 財産収入でございますが、収入はございません。 

 次に、８行目 第４款 繰入金の決算額は２億４，８８２万９，９３９円でございま

す。国民健康保険事業の運営に必要となる人件費を含む事務経費、療養給付費に係る町
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負担などの法定の繰入金のほか、介護分の赤字を補てんするための財源を一般会計から

繰り入れたものでございます。 

次に、９行目、第５款 繰越金では、決算余剰金は発生しておりません。 

次に、１０行目、第６款 諸収入では、決算額が１，２６３万９，６９３円でござい

ます。国民健康保険税の延滞金のほか、第３者行為により発生した保険給付に係る損害

賠償金、不正・不当な医療に係る返納金、療養費等指定公費返還金が主なものでござい

ます。 

以上で、認定第３号 平成３０年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の

認定についてのご説明とさせていただきます。 

よろしく審査を賜りまして、原案どおり認定いただきますようよろしくお願いを申し

あげます。 

○伴委員長 これをもって、本日の審査を終了いたします。 

明日午前９時から会議を開き、引き続き、本日の続きから審査することといたします

ので、定刻にご参集をお願いいたします。 

どうもお疲れさまでした。 

（午後３時４９分 散会） 


